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③道北の丙社

(5J一一一むすび

公益事業としての乗合パス事業(1J 

国民経済における産業を考察する場合，重要産業と公益事業との概念上

わが国において，の混同がなされてはならないということである。今日，

自動車，電機，鉄鋼などの産業は国民経済の生産組織や就業人口や国民所
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得などから考察した場合，文字通り重要な位置を占めている重要産業とい

しかしながら，重要産業の個えるであろう。そして社会的関心も大きい。

そ々の企業は企業形態から考察する限りその大部分が一般私企業であり，

そしかし，れも株式会社形態によって経営されているといってよかろう。

こには公益企業という statusが与えられていない。

一方，乗合ノξス事業を国民経済の生産組織や就業人口や国民所得などか

重要な位置を占めている重要産業とはいえない。まして，ら考察した場合，

、.
d 

一定路線を運一定時，ある過疎地域において，経営規模が小規模ながら，

行しているような乗合パス会社は，国民経済から考察した場合，ほとんど

その地域における人々にとってそ重要といえない。それにもかかわらず，

自家用乗用車の普及という客観的条件が加の乗合ノξス会社のサービスは，

味されている今日においても，生活する上で必需なるサービスである。加

えて，地域独占として運行されている場合，地域住民の選択の余地がきわ

いやおうなその地域社会の人々は，めて拘束をうけることになるので，

その乗合ノ号ス会社の運行状況に関心をもたざるをえなくなる。すなしiこ，

わち，乗合パス会社は地域住民の生活の中に公衆関心が喚起される経営体

しかるに常に公衆の意見を尊重しなければならない経営体であである。

したがって，乗合ノfス会社は地域社会の生活の安定・成長・公平など

公衆関心に責務を負う営業 (businessaffected with a public と関係し，

る。
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interest)であり，公益企業である。

( 1 ) 乗合パス事業サービスの非貯蔵性・非移転性

公益事業のサービスは，貯蔵することが皆無であるか，たとえ貯蔵でき

るとしても甚だ僅少である。たとえば農工業の生産物は一般に相当の期間，

貯蔵できる。しかし，典型的公益事業と称されている通信事業とりわけ電

話事業の場合，必要性が何時，起るかも判らないし，また双方の通話相手

が同時に両端で通話することが必要であるから，電話を貯めて利用するこ

と，すなわち貯蔵性を有しない。

また，公益事業はサービスを供給するにさいし，ある一定の場所に固着

した具体的な“特殊なる通路"をもっ設備を使用することによってサービ

ス供給する事業であるから，その通路以外に移転さすことができないサー

ビス供給事業で、ある。さらに，公益事業サービスは品質の高い，信頼のお

ける安全性の確かなサービスでなければならない。しかるに，乗合パス事

業のサービスが，公益事業サービスの特性である非貯蔵性・非移転性を有

するかいなかを検討するならば次のようなことがいえるであろう。

それぞれの乗合ノξスはそれぞれの地域社会の人々の足として，全国各地

において網の目のように走っている。すなわち，公営，民営を問わず乗合

パス会社は地域社会の人々に輸送サービスの供給を行なう経営体である。

同時に，われわれの日常生活に不可欠な輸送サーピスを供給している経営

体である。しかしこの場合，乗合ノξス事業は，単に生活に必需なるサーピ

スを供給するだけでなく，定期連続的な不断のサービスを供給しなければ

ならない特性をもっ。それゆえに，乗合ノξス事業のサービスは非貯蔵性の

サービスであるといえる。

また，乗合ノξス事業は，一定地域の中で，一定路線に沿ってサービス供

給をしなければならないがゆえに，乗合ノミス事業のサーピスは，その地域
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以外にサービス供給の移転ができない非移転性のサーピスである O しか

るに，乗合パス事業は，公益事業サ…ピスの特性である非貯隷性・非移

転性という特性を脊するがゆえに，公益事業のカテゴリーであるといえ

る。

(2) 兼会パス事業サ-~スの開時性・槌特性

公益事業のサーどスを求めようとする需要者は，それを必要とする時，

何時でも，即時に求めようとする。すなわち，公益事業サーピスの欝事に

国有な特性としての即時性・随時性を需要者は強く求めている。それゆ

え，供給者側の鯛々の公益事業はサービス供給を需要者に常に応じられる

ように，また，需要者側の地域住民は公議事業に芯じてもらうように両者

は“特殊な通路"で結ぼれている。しかし，両者を結び、つける“特殊な通

路"は結合度が強い通蕗と弱い通路iこ大7JIJできる。

結合度が強い通路をもっ事業としては，水道，ガス，震気，集中載虜事

業等を列挙することができる。これらの事業は有形なる闇定通路を所宥し，

それを媒グ?として，車接に需要者慎!と結ぼれている。また，これらの事業

の特徴としては単に transferするというサービスの龍に商品化した特殊

物資を供給するという特性もそなえている事業である。

しかるlこ，上記のような水道，ガス，電気，集中暖房というよう

に関する限り，有形国定通路と特殊物資の供給という 2つの技術的標識が

需要者と供給者の結合度を強固にしている公益事業であるといえよう。そ

れゆえ，このような公益事業サーゼス立対する需要者側の即時性・随時性

の要求も，結合度U比例して強間である G 換言するならば，供給者側の公

議事業は，このような要求に十分に応じていかねばならない特性をもちあ

わしている事業でなければならないということである。

一方，結合変が弱い道路をもっ事業としては，乗合パス，定期客船，定
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期航空等の事業が列挙されよう。このような事業に付轄する“特殊な通

蕗"試供給者側にも需要者側にも所有権のない公共所有の特殊な通路であ

り，直接記欝要者と供給者が結ぼれていない通路である。また，他の特徴

としては，単に transferするだけのサービス供給事業である点にあるo

しかるに，特殊なる通賂が直接，需要者と洪給者との開に結合されていな

いのに加えて，開品としての特殊物資を供給しないため，供給者側〈公益

のサ…ピスと需要者側が求める即時d詮・随時性をともなっているサ

ーザスとの関に隔りが生乙ている o

すえtわち，公益事業の特性としての即時段・髄特性という苗に関しては，

前者のような公議事業よ担も弱いといわざるをえない。

かくして，乗合パス事業は即時性・路時性という特性に関してはきわめ

て弱い事業である。しかし，原知として定時の運行を保持していなければ

ならない性質の事業で為る。それゆえ，ある程変，需要者にサ…ピ、ス受け

入れのための準欝をいだかせる事業であるから，不完全ではあるにしても

需要者の要求する即時性・髄時性というサーピスの特性に関しては，きわ

めて実質的に近い内容をもっ事業であるといえる。したがって，乗合ノξス

事業サーピスの即時性・鑓碍性i丸一般私企業形態のサーぜス業の即時

性・随時性ょ pもきわめて強固であるので，不完全ではあるが，公益事業

の特性でまbる却時性・随時性会乗合ノξス事業は保有している。したがっ

て，不十分ながら乗合ノミス事業は即時性・鑓持性という面からも

のカテゴヲーであるといえるだろう。

(3) 乗合パス事業は設備投資産業

公益事業が公益事業としての責務をはたすことにおいて，これまでの公

益事業の特性としての技術的諜機〈非移転性・非貯蔵性・即時住・随時性〉

がどのような意味をもっかを検討するならば，公益事業は巨額の資本を必
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とするということである。すなわち，公薬事業はそのサービスを供給す

る設競建設において巨額な資本会宥するということであるo そしてその資

本は長期間にわたって悶定化される o すなわち，各公益企業の財務におい

て由定資産が撞めて大きな比重を占めるということである。なぜなら公益

企業は公益企業が営業している全地域にその営業施設を網状に布置してい

なければならない設備投資企業である。そして網状に布霞されている公益

企業の土木接按設備は任額の資本の国定化を必要とする。また，信頼度の

高い，品費の安定した，安全なサーぜスを供給しなければならない事由か

らして，設舗は安全なものでなければならないということは当然といえよ

つ。

これまで公益企業は設備投資企業であることを論述してきたが，さらに

言及するならば次のようなことがいえるであろう。すなわち，設嶺投資企

業であるかいなかの一つの尺度として臨定比率が撞めて高いことが一つの

基準となる。間定比率とは間定資産と蕗己資本の官分率〈国定資産÷自己

資本〉で示めされる。この比率は留定資産に投ぜられた資本がどの程震，

自己資本に求められているのかを示すもので島孔この比率が100%以下

であれば一般的によいとされている。伺故なら，一般に国定資産に投ぜら

れた資本は長期間回収できないから，返済期限の一定している他人糞本を

還期することは適当でないとされているからである。

日本の全産業の昭和田年震の盟定比率は， 260.17%であり，製造業は

216.57%であり，公益事業の典型とされている電気・ガス事業は， 500.78 

%であ予，また公議事業のカテゴリーとされている運輸業は350.78%であ

り借り，運輸業の中でも乗合ノξス事業は1，000.86%である〈注2)。しかるに

乗合パス事業は典型的な公益事業である竃気・ガス事業よりも閤定比率は

極めて高い産業で為るといえる。それゆえ，乗合ノξス事業は設備投資産業

であち，国定比率が極めて高い意味からしても公益事業であるといえる。
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(4) 乗合パス事業の自銭的独占

巨額な設儲投資を必要とする公義企業試自然的独占を形成する領向が，掻

めて強いといえる。たとえば，もし間一地域でこっ以上の公益企業が営業

をした場合，どのような事態を生ずるかというとニ重投資となれ資本の

利用効率は低下する。それに加えて市場はニ分され， r1毘搭抗争jにおい

て限界費用以下の低稲務で販売され，相手競争企業の競争意欲を控折させ

ようとするところまで競争が激北する池3)0 そして競争業者の破滅につな

がる o それ争えに競争は破滅的競争となる O かくして公益企業がそのサー

どスや財を供給する場合は，常に一定した品質の高い，安全なサーピスを

継続的に鉄給しなければならないという特性からして，公益企業の財務は

安定していなければならない。それゆえ，破滅的競争は公益企業にあって

はならないということである。その結果，洪給fjtljである公益企業はいうに

およばず需要視11である地域金民も競争よヲ独告をしだいに容認しうるよう

になった。また次のような事由からしても競争より独占を容認しうるよう

になった。すなわち同一地域にニ系統の水道管が埋設されているような場

合，ニ震の設積投資という無駄だけでなく，白熱的水漏ええどによる資源の

接駄を生じさせないという資源の有効な配分からしでも競争より独占を窓

認しうるようになった。このように地域住民が当然のよう ζ競争よ F独点

を容認しうるようになって形成された独点を自然的独占という。

したがって，乗合パス事業と告然独占の関係を考察した場合，次のよう

な事が指捕されるであろう。

乗合パス事業の場合，高度経涜成長政策むよる産業講造の変化iこより，

その市場が過密，過疎を生んだ。それゆえ，都市の過密地域においては交

通渋帯に伴う運行速度の低下及び定時運行の喪失を生じさせた。一方，地

方の過疎地域比人口の減少及び都市を上回る自家用乗用車の普及を生じ

させた。その結果，パス利用客は昭和42年度をピークとして逓減している。
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しかるに，このような乗合ノξス事業をと静まく社会環境からして，一路線

に複数以上の乗合パス会社が運行することによる破滅的競争をなくするだ

けでなく，エネルギ…資源の有効な配分という国民経済というマクロ的視

野からしても競争よりも独占を容認されているo しかるに乗合ノξス事業は

自然的独占を容認されている公益事業のカテゴリーであるといえる。

また，乗合ノミス事業の自然的独占は，他の視角からも検討される。地下

鉄，路面電車，ガス，上水道，下水道，熱供給，常信・議話，語気事業な

どのように公道の表面や地下や上空等lこ大々的な設備をするということは

ないにしても，乗合ノξス事業は公遣を使用させてもらわなければ営業を行

うことは不可能で島る事業である。しかるに乗合ノξス事業を含めた公益事

業は公共財産を必ず使期するという特性をもっているo 当然のことながら，

公共財産は無闇矢鱈に澄設や濫債沼されてはならない。なぜなら，濫設や

麓梗用は，はなはだしく地域性民に迷惑をかけることにつながる。例えば，

地域住民はその地域で社会生活をする上で必ず公道を使用しているのであ

るからして，公益事業(乗合ノミス事業を含む〉は，公選に公益事業施設を

濫設したり，溜使用することは，地域住民の社会生活における安全性を損

ないがちである。かくして，上記のような意味からしても競争より独占と

いうことが容認されるように急った。また，同じ公選の問地区北 2社以上

のパス運行路隷が重援することは，停留所等の輸送範設の重援による資本

のニ盤投資を生じさせたり，停留所や案内標識等の相違や回数券，定期券

の利用方法等の点において地域住畏の科用者公衆に不援を与えたり，交通

渋揮をまねいたりするの"C，競争より独占を選好しているo

しかし，このようにして地域在民によって蓉認された独占を公益事業が

熊制限に享受し，また社会が独占をそのまま放置してはならないというこ

とで島る。もし，そのまま放寵されているならば，公益事業は特に価格の

直において独占の利益を享受しようとし，とかく企業の経営努力を失ない
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がちになり，その上，利用者公衆へのサーピスが粗悪となりがちである。

したがって，このような独出の幣害から地域住民である利用者公衆の公正

な利益を守るために，今日，公益事業の経営活動の内容に関して積極的，

直接的に規制するような公益事業規制が各国で摸策されながら，国の行政

機関が中心となって，それらを擁行している o 当熱のことながら，上記の

ような規制が告然的独占性と常に一体をなしていなければならないし，今

後ともそのようなことは継続されなければならない。

〈注1) 総理府統計掲編， r第29四日本統計年鑑昭和54年J，日本統計協会，昭和
54年9月， pp. 316-3170 

〈注2) 日本ノξス協会編， r1978年版詞本のパス事業ム昭和田年5月， pp.96-

970 

〈注3) 北久一著， r公益企業論J，昭和36年，東洋経済新報社， p. 40 

[2J 乗合バス輸送人員の逓減とその要因

これまで公議事業としての乗合パス事業について冗長すぎるほど述べて

きたのは，倍別の乗合ノミス会社は地域住民の足として， と野わけ，老人や

子女の足として地域社会の生活の中に輪送サービスという機能を十分に果

たしていることを確認するとともに，その重要性を認識したいと患ったか

らである。

しかし，乗合パス事業の輸送人員は逓減額舟にある9例えば2-1表(注1)

で示されるよう iこ，昭和初年度の輸送人員は約8億 2千万人，昭和25年度

には約13態6千万人，昭和30年度には約抱強5千万人，昭和35年度には約

65館入，昭和40年震には約99億7千万人，昭和42年度には約 101龍人，詔

和45年度には約 100銭入，昭和47:年度には約98億人，昭和50年度には約92

龍入，昭和53年度lこは83盤人となり，逐年，減少額向を辿っている。それ

では，乗合バス輸送人員の逓減傾向が，どのような要因によるかを詣損す

る紅らば次のような事が指摘されるであろう。
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乗合パス輸送人員の推移と損益状況

( 1 ) 高度経済成長政策による産業構造の変化

乗合ノミス輸送人員逓減の第一の栗田として，高度経済成長政策による

業構造の変化が指摘される。この政策は，昭和35年の岸内閣の安保後の迫

田内関成立時に提唱され，具体化の 表2-1 乗舎ノξス輪送人員推移表

方向を示めされた致策である。その

基調は貿易の振興による外貿の護

得，競争iこよる利益，生産コスト選

減という三本の註であった。

貿易の按興による外貨獲得という

第一の柱は国際分業による利益の確

立と併行して推進された。そして実

際にその実現化の方向として，昭和

39年4月に IMF8条国への移行と

OECD加盟に踏み切り，開放経涜体

制を導入することによって，この柱

の実現さと強化しようとした。天然費

諒が乏しく，原材料を輸入し，製品

を輸出するという典型的加工貿易自

であるわが国は，付加儲僚の高い製

品イヒの技術に当初，不安をいだいて

いたが，必然的に開放経済体制をと

年度 輪送人員〈千人〉

昭和11年 1. 473， 330 

" 15 1. 897，116 

1! 20 620， 187 

" 25 1. 357，702 

" 30 3，454，194 

か 35 6，516，749 

" 40 9，973，285 

1! 41 9，955，737 

" 42 10，127，065 

" 43 9，703，684 

11 44 9，947，836 

" 45 10，060，775 

1! 46 9，537，066 

" 47 9，845，410 

" 48 9，482，023 

1/ 49 9，500，700 

" 50 9，238，714 

1/ 51 8，894，819 

" 52 8，625，658 

" 53 8，312，150 

〈注〉 日本パス協会編， i1980年瓶時
本のパス事業J昭和55年5月，
p. 2よ担作成。

ちなければならなかった。なぜなら，加工貿易形態を強化することによっ

て，付加価値の高い産業が成長し，わが国の国際収支を大幅に黒字とする

ことが最良とされたのである。

第二の柱として，競争の利益を確立するために個別の企業において，経

営の合理北と製品の研究開発を推進したことである。保護貿易の下lこおい
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乗合パス輸送人員の撒移と損議状況

て，通常，政府は自国の謹業安保護するため，関税等のいろいろな雄策を

なすことによって諸外国との競争を緩和している。しかしこの政策は閣内

の消費者にとってあまり望ましいものでなかった。なぜなら企業が経営の

合理化を怠ったり，又は国内経済が不院になり企業の収益率が悪化するよ

うになった場合には，すぐに価梼に転嫁するのが一般的であった。それゆ

え，保護貿易会選年弱めて，国内の企業持質を経営の合理記等iこよって強

記することによワ，わが国の製品が世界市場で高品として，諸外国との高

品と競争できるように競争の導入が推進されたのである。

第三の柱として，生産コスト逓減利益を確立するために鰐}jIJ企業の大規

模経賞北や企業集中化が推進されたことである。第ニ次世界大戦稜，わが

国は占領政策の下で，経読の民主化， という目標をかかげ，強

占によって経済の弊害がもたらされないように，自由競争に基づくプライ

ス・メカニズムの市場機構の確立が推進されてきたことは周知の事実であ

る。その具体的な政策として独占禁止法が昭和22年に制定された。また，

それまで過疫の企業集中によって経済力支配を強化してきた財関を解体さ

せようとして温度経済力集中排除法も同年，制定された。しかし，わが国

の産業界や政府は昭和30年代の中期顎から資本集中を提とした大規模化に

よる経済性を強調し，国際競争力を強化するため独占禁止政策をしだいに

後退させてきた。すなわち，資本集中の第一段階として， 1留別企業は資本

市場を通じて資本調遣をして大規模経営化会実行ーしたことである。それは，

外田技術の導入とその技術を志用するための超設器投資(わが盟の場合，

直接投資型の株式記よって資本興違をするというよりも間接投資型の銀行

らの措入金による資本課遠方法〉を必要とする第ニ次産業にみられた。

なかんづく，重化学工業を中心に大規模な設構投資が2 2表〈注おに示さ

れるように昭和40年代に華々しくくり広げられた。

また，資本集中の第二段踏としての企業集中は，昭和33年の雪印とクロ
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乗合パス輪選人員の推移と損益状況

2-2義高炉の新設状況

完成年月 会社名 工場名 炉号 内容積

昭和40. 3 )lI崎製鉄 千葉 NO.5 2140m3 

6 八播製鉄 堺 No.1 2047 

41. 2 日新製鋼 呉 NO.2 1350 

8 E 本鋼管 福山 No.1 2∞4 
10 神戸製鋼 神戸 NO.3 1845 

42. 3 住友金蝿 和歌山 NO.4 2523 

4 )1[崎製鉄 水島 No.1 2156 

6 富士製鉄 名吉麗 No.2 2166 

7 八幡製鉄 堺 No.2 2620 

43. 3 日本銀菅 福山 NO.2 2626 

11 八幡製鉄 君津 No.1 2705 

44. 1 川崎製鉄 水島 No.2 2857 

2 住友金属 和歌山 No‘5 2630 

4 富士製鉄 名古盤 No.3 2924 

7 時本鎮管 諸山 No.3 3016 

10 八幡製鉄 君津 No.2 2800 

45. 6 新 日 鉄 広畑 No.4 2548 

8 神戸製鍋 加古川 No.1 2850 

10 )11 鱗製鉄 水島 No‘3 3363 

46. 1 住友金蝿 鹿島 No.1 3159 

4 日本鋼管 話出 NO.4 4197 

9 新 R 鉄 君津 No.3 4063 

10 新 詞 鉄 t間関 新NO.4 1540 

47. 4 新 R 鉄 大分 No.1 4158 

7 薪 日 鉄 戸畑 NO.4 3799 

48. 1 日本鏑管 加古川 NO.2 3850 

3 住友金属 鹿島 NO.2 4080 

4 )lI鯖製鉄 水島 NO.4 4323 

11 日本鋼管 横山 No.5 4617 
一一

錦繍毎編「現代日本産業論j鵠刻版， 197靴 p.48より

資料 f鉄鋼年盤j鉄鋼新開社，各年販

パー商乳業の合併の容認を契機として，昭和38年の新三菱重工と三菱日本

重工と三菱造船の3社合併による三菱重工業の設立，昭和44年の八幡製鉄
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乗合ノミス輸送人員の推移と損益状況

と富士製鉄の 2社合許による新日本製鉄の設立等恨のに示されるように，

しだいに独点禁止致繁を後退してきた。また法樟的にも，カルテルの原良IJ

禁止や例外規定の揮入，昭和28年の独禁法改訂による企業分割規定の削除

などに恭されるように， しだいに独禁法の規制援和がなされた。かくして，

このように形式的にも内容的にも独占禁止が緩和されてきたことによって，

企業の大規模化や企業集中化が促進され，資本の効率のみならず，生産，

販売面にいたるまで効率の向上をめざした。すなわち，具体的には

@原材料の大量購入によるー単位当告のコスト滅。

@ 製品の集中生産によるコスト減。

命 多角化の有利性 (synergyの効用や副産物や溌棄物の利用〉。

④ 大捜模販売による一単位当りのコスト滅。

@ 技術開発の効率化。

@ 経営管理費の節減。

。資金調達の合理化。
などが，大規模化や企業集中化のメリットとして指摘されてきた。

このように 3つの柱を中心とした高変経済成長政策は，大規模経営化

や企業集中北を実現する上で都合のよい産業立地としての大都市や大都市

に隣接して造成された臨海工業地磐等iこ，地方の若年労鱗者の人口流入金

保進した。このような人口の移動は，過疎地域，過密地域を生じさせ，

2 1表が吊しているように，乗合ノξスの輸送入員の全閣総計では，昭和

42年度をピークとして逓減現象をもたらす要閣となった。

地方の温蝶地域の乗合ノ〈ス輪送人員は， 2-1閣と 2… 3表〈注4)が示す

ように，昭和40年にピークとな予， しだいに減少するようになった。それ

ゆえ，路隷の運行田数を減少させ，ますます輪送サービスの低下を招くと

いう悪錆環となれ地域住民の乗合パスに対する種類性を襲失した。

また，都市の過密地域iこおいては，交通渋諦による定時運行の不可能額
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乗合パス韓迭人員の推務と損益状況

舟やだんご運転の増加，道路が狭いのですれちがい不可能による遅延等が

2-1図や 2-3表iこ示されるよう lこ昭和47年援をピークと逐年増加し，

しだいに乗合ノ〈ス輪送人員の減少と在った。して，

自家用乗用車の普及(2) 

自家用乗用車の普及が指構乗合ノミス輪送人員選減の第二の要閣として，

その台数や輸送人員とも 2される。自家用乗用車は昭和40年代になって，

しかも 2-2図が 2-1表-2歯惜のが示すように急速に上昇している。

に反比例するかのように昭和42年度の輪送人員をずークとして乗合ノξスの

輸送人員は逓減している。特に地方では宮家用乗用車を中心にしたモータ

図

3国〈注6)が恭すように，都市以上に進んでおり，

自家用乗用車の都市規模別普及率

2 リゼーションfとが，

48.2 (%) 
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乗合パス事会送人員の推移と損益状諒

自家用乗用車へ移動す 2-4国 大都市における輸送機関知j旅客

るようになったと披察できる。た

しかに，今日，道路が整議され，

駐車場に関する限型大都市より容

第iこ確保でき，生活躍の拡大の顔

望が強く，また所得に関しでも都

市部とあまり格差が生じなくなり

つつある地方において，自家用乗

用車は生活の一部として地方の人

々に真実IHこ考慮されるようになっ

た。また，他の視角からの考察と

して次のような事も指構される。

すなわち，人口が分散し，公共輸

送績の自が程く， しかも運行詰度

の低い地方において，そこの地域

住民が天換の影響をあまりうける

輸送人員の推移

(1登λ)
300 

100 

O 
昭和40

268 

〈注) (1) r曙和50年版運輸白書jの47
ベージよ告。
(2) 首都盤，京阪神菌，中京盤の
3大都市交通富。

ことなく，特に需物をかかえている場合には，欲する特に欲する場-所へ移動

さすことができる自家用乗用車の選女子を強めること辻当然といえるだろう o

高度経詩成長政第に伴い，人口の都前への移動によって，大都事での総

輸送人員は 2-4図借りが示すように昭和40年度には 190信入であったの

に，昭和48年度には 268議入というように飛騨的に伸びた。それにもかか

bらず，大都市における乗合ノミス輸送人民は， 2-3農が示すようは昭和

47年度をピ…クを減少している。このことは，自家舟乗用車の普及との関

連で乗合パス輸送人践をとらえた地方の過疎地域の輸送人員の推移と大都

市の乗合ノミス輸送人員の推移と異なっていると理解すべきである o なぜな

ら，自家用乗用車の静及との関連で乗合ノξス輸送人員の減少さと大都市にお
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乗合パス輸送人員の推移と損益状認

2-4表 自家用乗用車保有台数の推移

3R 
40 50 

明人口吋i理官官i千入手直語 人

四大 1， 323. 31 44，866112，483133.911 10. 6 05田4千，1人767〉 6人971 44.2 

都市摺

明吋 55，689
司1臼.3，0叩，Jo -川|け1語瓦玩詞i?司?司討 玩詞| 

合 計トトドい1臼附3錦…8 一 6.4~ 50.5 
〈註) (l) r昭和51年版運輸白書jのp.87よ担。
(2} 保宥台数は軽四輪を含む。
(3) ( )は50年度末の40年産宋に対する比率(%)である。
(4) 陪大都市圏とは東京，神奈川，埼::E，千葉，愛知，三重，大阪，京
都，兵長室，福岡の10都府県の合計である。

いてとらえるなら，大都市においても 2-1衰の全国総計推移表や 2-1

関や 2-3表に示されている地方の推移表と同様なる推移表でなければな

らない。しかし，同様なる推移表を皇しなかった。しかるに，大都市にお

ける乗合パス輸送人員が昭和47年度をピークとして，その後，減少してい

る現象は，大都市において自家用乗用車の普及という要因がストレートに

乗合パス輪送人員の減少を引き起したという要因にはならないということ

を銘記しなければならない。すなわち 2-4表借おが示すように大都市に

おいて地方ほど自家用乗用車が普及していないにしても，昭和40年代を通

じて確実に大都市でも自家用乗用車が普及していた事実から判顕するなら

は大都市の場合，自家用乗用車の普及がストレートに乗合パス輸送人員

の減少をもたらしたとはいえない。

く3) 路蕗交通混雑

乗合ノξス輪送人員減少の第三の要国として，大都市の路面交通混雑が指
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乗合ノξス輪送人員の推移と損益状況

2-5表三大都市圏の人口の自然増加と校舎増加
〈単位:千人， %) 

|下請ぉ.......40 
増端数|勝増加|社会増加|増加総数!庭然増加i社会増加

東京摺 3，153 〈4L294 1， 859 3，097 1， 740 1， 356 
1. 0) (59.0) (56.2) (43.8) 

大阪謹 1， 664 
〈457.568〉 〈549.046〉

1，469 973 495 
(66.3) (33. 7 

名古屋臨 621 356 
〈42e2765〉

616 
〈704.397〉

179 
(57.3) (29. 1) 

三大都市閤 5.438 2，4.038 〉 〈355，O.730〉
払182

〈380，.158〉1 〈239，O.32〉1 (44 

全 調 4.856 一 5，445 
宮盟おお無線信怠=

」

45 "" 50 

¥j増加総数|自然増加|社会増加

東京盟 2，928 2，039 
〈308.490〉

1，∞1 941 
660 〉(69.6) ( 94) 

大阪闘 1， 157 1， 122 35 351 
〈15403〉1 A〈&41530〉(97.0) ( 3.0) 

名古接調 620 534 86 231 251 A 20 
(86. 1) (13. 9) ( 109) (il 9) 

三大都市鶴 4，705 3，6.955 〉 1，010 1， 583 1，693 ゐ 110
(78 (21. 5) ( 107) (il 7) 

金 001 7，2741 

〈注) r昭和55年度版国土利用自審jのp.58より

摘される。昭和初年代後半から昭和40年代にか吟ての大都市圏への人口流

入については 2 5表〈法的に示されるよう あっ しかし， 40 

年代後半から50年代にかけて鈍fとしているものの，設然として人口流入は

続いている。

しかしながら，この人口増加の内容も少し変化の兆がみうけられる。す

なわち，住宅難，生活環境の変化などの理由から大都市において，人口分

布のドーナツイと現象が頭蕃となってあらわれ， 2-5図〈注10)が示すように

昭和40年以降，都心部作-lOkm)の居住人却が停滞ないし逓減現象を
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2-5国 3大都市盟の距離盟主詩人口増加率の状況
(1)卓三.i50kml剖 (2)大P.i50初出 (3) f，'I'i挺50kml対

{詫~l (%) 
50 50 

制 37，0 官M .---40 
32.5 hN 

断。
-だ'~t30

!肝u tAlI叫jωJII!':'l I tl?由?
20 

o 
白色3ι~ -u 

35-:-:__ 40-:，:._ 45::~. I 35- 40- 45- I 35- 40- 45-
-10140年 45年 5約二一101 4 o.q~ "45 î;~ --50午-101--40年 45:f. 50午

資料:.総理時統許昂f国勢調査Jによる。

注:(1) それぞれt 40年， 45年， 50年の境域による。

(2) 凡例

l ~~~~fflallll~ 
o 10 20 za 40 

10 語3ll .a 50 
きききをき

通話当選器

(注〉 昭和55年度該国土利用白書Jのp.59より。

示している。また，都心部の事業所増加により，従来まで0-lOkm位と

考えられていた都心部舗が距離的に拡張する傾向を示すようにな担， した

がってドーナツ化現象も拡大するように江った。このような社会現象は，

都心部の塁間人口と夜間人口の格差を生じさせている。すなわち，職場の

集中する都心と賠往している都市郊外とを結ぶ毎日毎自の輸送量〈輪送人

員数〉が朝夕に集中し，その競模も遂年，自大イおしてきている。このよう

に大都市における輪送人員が大規模化iこなればなるほど大都市の交通混雑

をまおいているo

ここでは，このように巨大イとしている大都市の輸送人員が，どのような
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2-6表 東京都における患動車1台当予の道蕗実態長及び道路総高撰

騒動車保脊台数〈千食)(A)I 1， 58者 1， 795! 2 ， 0お 2， 21~ 2， 36~ 2，511 

道路実延長(kI双)(B)I 20，01到 20，1381 20委3361 20， 5731 20， 7031 21， 191 

道路総面積〈千血S)(0)1 102，日正 105，3181107，9321 111， 9441 114，2151 117，168 

s/A (m/台) 12.計 11.2! 10.01 9.31 8.81 8.41 

C/A (ms/命) 64.副 58.71 53. 31 50. 61 48. 41 46. 71 

〈注) r昭和49年度版運輸自書Jのp.25よ予

輸送接関によって処理されているかを 2-4閣を参考にしながら，検討し，

大都市の乗合パス輪送人員の減少原患はどこ;こ超国するかを考察すること

にする。

まず，昭和40年代前半，輪送人員の急連な持びを示していた自家用乗用

車が幼年代後半になって鈍化していることが 2-4図から指摘される。し

かるに，このような鈍化の現象は次のようなことを意味していると思われ

る。すなわち， 2-6表〈注11)から推測されるように，遊惑の拡張面捜が相

対的に岳動車保脊者数〈良家用来患車，営業活乗思車， トラック，ライト

パン鵠)の増加についていけないことや道路標識の氾濫や交溜規制に対す

るドライパーの認識不足によって，道路交通の、渋滞をまねいたことが， 40 

年代の後半から自家鼎乗用車の輸送人員の鈍化につながっているを暗に示

している。換言するならば，自家用乗用車が定時lこ宕注地から勤務地まで

朝夕のラッシュ時にたどりつくことが罰難となっているということが，そ

の輪送人員を鈍化させる饗因となっているので為る。また都心部の地留の

高騰による駐車場の絶対量不足や各家露や職場での車産保有の密難性など

によって，自家用乗用車の輪送人員が銘記していることも事実である。し

たがって，大都千与の場合， 自家用乗黒車の台数増加が，直按，乗合ノミス輸

送人員械につながらないことが指摘される。それでは，大都市における

合パス鞍送人員の減少はどのような理由に起関するのかを吟味するに，自
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動車保有台数の急速な増加による交通渋滞によると考えられる。すなわち，

このパス離れ現象は，乗合ノ守スの運行速度の低下や定時設保持の困難性，

団子運転の増加などの突通渋望書によち，公共的輸送機関としての信頼性を

乗合ノ守ス会社が， 2-6間信12)からも指擁されるように喪失したことに起

因する。また，交通渋滞による輪送人員減少は，乗合パスだけでなく他の

路面交通機関すべてにあてはまるとみてよかろう。

(4) 代響的交通機関の整鏡

乗合ノ〈ス輸送人員減少の第四の要閣として，輸送効率の高い公共輸送機

関として，地下鉄などのような代替的交通機関の整構が指掛される。すな
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2-7関 3大都市関における輪送機関5jIJ旅客輪送人員分担率の推移

(1)全体

問中心部〈東京都包部，名古屋市，大販市〉

46 47 48 49 

〈詮) (1) r52年度抜運輸白書jの86ページよ担。
(2) ( )内は購成比(%)を示し，各年度上部の数字は総輸送人員を示す。
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わち，大都市の増大する輸送人員に対処するためや路面の交通渋滞緩和の

ために，低迷する乗合パスなどの公共的路面交通機関に代替するものとし

て，しかも，ますます遠距離になる都心部と郊外とを高速で結ばせる必熱

性から地下鉄の延長や薪繰建設や民鉄との相豆乗入れなどの地下鉄整備が

なされた。したがって，地下鉄の輸送人員占有率は2-7間借13)が示すよ

うに逐年，拡大している。

これまで，乗合ノミス輸送人員の濯減要国について詳細に論じてきた。し

かしながら，乗合ノξス輪迭人員が逓減し，あるいは総輸送人員に占める割

合が低下してきているとはいえ，国民生活に果している乗合ノミス機能の重

要性には変イとはないο 地方においては，地域住民と担わけ老人，子女の最

後の足であ!J，シピルミニマムとして乗合ノξスを確保すべきであるという

要諦はますます強くなっている催1心。また，第3次全国総合開発許障の定

住構想、を推進するため，地方公共団体と政府とが緊密に連携しつつ，モデ

ル定住盟計翻(注15)の鎮定に取りくんでいる今日，鉄道や地下鉄のように，

あまち投下資本が長期間にわたって間定化されない乗合ノミスが公共的職送

機関として見直されつつある。

都市部においては，昭和46年の運輸政策審議会 f大都市におけるパス・

タクシーのあ担方及。これを達成するための方策についてJの答申iともあ

るように，乗合ノミスの輪送力の改善，パスの輪送に対する信頼性の回復，

パスの乗継さ機能の強化，旅客への利便や安全の確保などの努力を積ねる

ことによって，ますます公共的輸送機関として乗合ノξスはその社会的責任

が果せられているのである。また，国際的にエネルギー情勢の混迷してい

る今日，とりわけエネルギーの中心をなしている石油について検討するな

らば，その安定供給ということは，今後ますます厳しい情勢をI向かえるだ

ろう。たとえば1973年9月に発生した石油危機以降，低迷を続けていた世

界の原油生産は1976年以降，石油消費国の緩かな景気回復にささえられ，
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世界原油生産の推移
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2-8図

{百万8/0)

78.9 79.1 UI'-.H) 73 H 75 .76 77 .78 

f54年度版運輸白書」のp.137より(注)

輸送機関別運行エネノレギー消費原単位 (52年度)

一ぐ輸送量
消エ〈百ネル費kcギa量lー) lil〈kエ消阻ネ費lj原ル人単ギキ位ーロ〉 鉄指し道た場を合1数のと

〈億人キロ)

鉄 道 3，123 93 1 

国 鉄 (1， 997) (1， 775) (89) 

民 鉄 (1， 126) (1， 134) (101) 
/、ゃ ス 1， 046 1，483 142 1.5 

乗 用 車 2，640 20，405 773 8.3 

航空機(国内〉 236 1，673 708 7.6 

2-7表

客旅(1) 

f54年度版運輸白書Jのp.155より〈注〉

しかし，2-8図(注16)からも指摘されるように増加の一途を辿ってきた。

1978年10月末にイランの石油関係労働者のストライキを契機とした政変や

イラクとの戦争勃発などにより，世界の原油の流通機構の変化や産油国の

(資源保護政策による〉原油価格の高騰を派生させ，石油需給の不安定な情

石油エネルギー供給が厳しい環境

71 
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の下で，省エネノレギーを考Jませざるをえなくなった今日， 2-7表(法的か

らも示されるようにエネルギー効率からも乗合ノξスは見Eまされている。

72 

〈詮1) 自本パス協会編， r1980年度日本のパス事業j昭和55年5月， p.2より

作成。

〈注2) 挟間諜三，木村敏男謀， r現代日本産業論j法律文イと社， 1979年， p・48

よ!')，資料 f鉄鋼年鑑j鉄鎖新際社，各年版。

〈詮3) 犠我壮一郎編， r企業形態論J法学審腕，昭和51年4月.p.480 

石川島撃工業・嬢磨造齢所出石川島播鰭重工業 (1960年〉

新三菱重工業・三菱自本重工・三菱造船=二三菱重工業(1963年〉

大抜高船・三井船舶=大阪高齢三井船舶(1963年〉

日本欝船・三菱海運=詞本郵船(1964年〉

神戸製鋼・尼崎製鉄広神戸製鋼(1964年〉

東洋紡・呉羽紡=東洋紡(1965年〉

日産自動車・プリンス自動車工日産自動車(1966年〉

富士製鉄・東溝製鉄=護士製鉄(1967年〉

石川島播療重工業・呉造船=石川島播擁重工業(1967年〉

)I!輔車輔・川崎重工・ )11崎航空機吋"鰯重工業(1968年〉

八縮製鉄・八幡鋼菅ぉ八幡製鉄(1968年〉

三井化学・東洋高圧口三三井東正化学(1968年〉

日商・岩井口再商岩井(1968年〉

八端製鉄・富士製鉄z新詩本製鉄(1968年〉

第一銀狩・勧業銀行=第一勧業銀行(1971年〉

〈注4) 日本ノfス協会編，前掲番， p.12。

(注5) a本パス協会編，前掲襲撃， p.16。

〈注6) 遼輪省編， r昭和51年版運輸白書j昭和52年1月， p.90。

〈注7) 運輸省緩， r昭和50年版運輸自書J昭和50年11月， p.470 

〈注8) 運輸省鱗.r昭羽田年版運輸白書j昭和52年1月.p.870 

〈注9) 関土庁調.r昭和55年版国土利用白書」昭和55年5J3， p.580 

〈注10) 国土庁編，前掲番， p.59o 

〈柱11) 運輸省編.r明和49年版運輸白書j昭和49年12月， p.25。

〈注12) 運輪省編.r昭和51年版運輪白書j昭和52年1月， p.104o 

〈注13) 運輸省踊， r昭和52年版運輸白番J昭和52年12月， p.860 
〈註14) 日本ノ宅ス協会編， r1979年版日本のパス事業J昭和54年5月， p. 10 

〈注15) 関土庁編，前揚審， p.53o 
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〈注16) 運輸省編， r昭和54年版運輸自書J昭和54年12月， p.137o 
〈住17) 還輪省編，前掲書， p.155o 

[ 3 J 乗合/ミス輪送人員の推移

乗合ノξス輪送人員の逓減とその要因について…般的に，大都市菌と地方

騒という大枠の中で論じてきた。ここでは， もう少し詳維に乗合ノ〈ス輸送

人員の推移が全国的に考察したならばどのようになっているのか，また，

北海道全体としてはどうなっているのか， さらに北海道内の各乗合ノミス会

社〈抽出3社〉はどうなっているのかを比較しながら按討することiこする。

( 1 ) わが国の乗合パス事業の輸送人員の推移

昭和20年に8鵠 2千万人であったわが閣の乗合ノ〈ス輸送人員比逐年，

増加の一途きと諮ってきた。特に昭和20年代の朝鮮戦争景気，昭和30年代の

神武景気，岩戸景気を契機とした経法成長という環境の下で，乗合ノξスi立

国鉄や民鉄に接続する末端輸送機関として，地域舟旅客輸送にその機能を

いかんなく発揮してきた。また，道路の整需拡張とともに長距離ノミスも運

行されるようになった。しかし，輪送人員は昭和39年以降さほど樟びなく

なった。このこと〈乗合ノξスの輸送人員の鈍北と逓減要因〉については，

(2Jですでに詳細に論じているので， ここではできるだけ重複をさけて乗

ス輸送人員推移を考察する。この考察で特筆される点は次のニ点に集

約されよう。

として，昭和30年代の高麗経済成長政策による産業構造の変北北よ

って，人口の都市集中詑が顕著となり，員本全体は過疎地壌と過密地域を

生じさせたことである。地方の過諜地域では， 3-1表〈注工〉で指撰される

ように人口の流出が顕著となり，昭和40年頃から 2 1図と 2 3表に示

されているように輪送人員が逓減した。都市の過密地域では， 2 5 
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乗合ノξス輸送人員の推移と損益状説

3-1表道線地域状祝

iU 北海道における過棟地域の占める位置

m町村数!人 口何人〉ト南

キ市開i湯録件率市町I閣制|比率:!市町村I.H...I "TI::t::.'Pl'iJぺ市町村i
北海道 212/ 149170判&吋1，247123. 4材78，吋 5同れ坊
全国l払判 1，09が1刻10吋 8，42317叫370，293116日平均
〈注) 1. 昭華日53牢4月1日現在，ただし人口数は昭和50年国勢調査による。
2. 前績には北方領土(能舞諸島，色丹島，間後島，択捉島〉を合まtf.い。
3. 金関鑑は沖縄県を除いたものである。
4. 国土庁 f過諜対策の現況jによる。

(2) 過練地域人口の推移

〈単位:千人〉

¥¥¥¥35年
増減率(%)

40 年 45 年 50 年
40/35日145/40 I 50/45 

全道|問9 5，172 5，184 5，338 2. 61 O. 21 3. 0 

道内過棟地域 1， 994 1，759 1，457 1，247 A 11.8 A 17.2 A 14.4 

全国 93叫 98n58町 103，720 110， 8971 5. 2 5.5 6.9 
金属過棟地域| 山 ω~ A 13.2 8. 1 

〈注) 1. 各年間勢調査の入口による。
2. 全国鰹球持縄県を除いたものである。
2. 国土庁「過摸対策の現況jによる。
4. 3-1授は「数学でみる北海道の輸送j北海道睦運協会絹，昭和55年
版， p.6より搾成。

示されるように輸送人員の絶対量の拡大とモータリーゼーション化を向か

え焚通渋滞をまねくようになり，急速な持びを示していた乗合ノξス輸送人

員は昭和40年壊から 2-1図や 2-3表に示されるように微増現象老呈す

るようになり，昭和47年度からは逓減するようになった。全国総計では昭

和42年度をピーク (2-1表〉に乗合ノξス輪送人員が逓減するようになった。

しかも，輪送人員選減よりも早い時期の昭和39年度墳から 3-2表憎めが
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乗合ノξス輪送人員の推移と損益状況

活すように，輸送機関別の輪送分担撃では逓減するようになった。

として，高度経済成長によ。て，掴入所持が伸むと生活の紫的向上を

もたらした。しかるiこ，乗合パスは，そのような生活資質の向上によって

もたらされる輸送サーどスの繋的向上の変化に対主できず;こいることも，

2-1表や3-2表が示すような輸送人民推移を示すよう iこなったと捻測

される。すなbち，生活水車の向上による欲求の高変化と多様化及び時間

価値を求める需要者は，随時性，賠時性~ァ・ツー・ドア的機能を容す

る自家用乗用車を交通機関として選努する傾向者強化するようになった。

それゆえ，これら 2つのことが，昭和39年度以降，鞍送人員を銭化させる

ようになラ，昭和42年度以見逓減させるようはなったと推察される。

(2) 北海道の最会パス事業の輸送人員の推移

北講道の場合，人口の移動の面において，全冨と罰様に高度経、済成長政

策や産業構造の変化などにより，道商，道東，道北地域と担わけそれぞれ

の沿岸部や山間部での人口が札幌簡や本卦!の大都市富へと流出していった。

そして過疎地域と過密地域を生じさせた。しかるに，北海道内の乗合パス

輸送人員の推移も 3 3表〈注3)から推察する殻りでは，全国総計の 2 1 

表とあま翌変化はみあたらえEい。

しかし北海道内でも札幌菌の場合，大都千食習の輸送人員推移と罰様でまb

るかのごとく受けとめられがちであるが， 3 4表〈注4)から推挺する限り，

むしろ，全冨総計の 2-1表と同類型である。すなわち，大都市臨におい

て，自家用乗用車が地方ほどでないにしても 2-4表が示すように確実に

伸びている。それにもかかわらず，乗合ノξス輸送人員は， 2-1図や2-

3表から示されるように昭和47年要求では確実に微増している。しかし，

札幌躍に関して， 3-4表から推j粛する限!J，すでに昭和初年代の前半か

ら，乗合ノミス輸送人員は減少していると推漢できる。おそらく全調総計の
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援合パス輪選人員の推移と損益状況

3-2喪
関内輸送機関挺掠客輸送量および輪送分担率

( 1 ) 関内輸送機関別旅客輸送人民および輸送分担率

年

輸送人員 単位:百万人

昭和30lf度 14，117.2 3，84き.2 5，931.0 3，556.0 706.0 9 73.9 

35 20，291.3 5，123.9 7，166.5 6，29会.7 1，610.0 1.3 98‘S 
36 22，377.1 5，283.5 7，690.6 7，143.7 2，149.8 2.1 107.5 

37 24，187.5 5，609.5 8，028.7 7..872.5 2，563.8 2.9 110.0 

38 26，175.7 6，040.3 8，457.5 8，411.4 3，152.0 4.0 111.5 

39 29，383.8 6，409.8 8，831.1 10，324.2 3，695.0 4.8 118.9 

40 30，784.9 6，721.8 き，076.3 10，557.4 4，306.号 5.1 118.6 

41 32，058.9 6，842.告 9，074.8 10，793.9 5，235.7 主.9 107.4 

45 40，606.0 6，534.0 9，850.0 11，812.喜 12，221.0 15.0 172.奇

48 44，585.0 6，871.0 10，185.0 11，390.告 15，922.0 24.0 193.0 

49 45，103.合 7，113.0 10，476.0 10，206.合 16，105.0 25.0 178.0 

50 46，195.0 7，048.0 10，540.0 10，731.0 17，681.0 25.0 170.0 

51 46，685.0 7，180.0 10，402.0 10，231.0 18，679.0 28.0 164.0 
52 47，568.0 7，068.0 10，699.0 10，189.0 19，416.0 33.0 162.0 
53 49，369.0 6，997.0 10，763.0 9，964.0 21，446.0 37.0 162.0 

一 一
輸送分担率 単位:%

昭和30年護 100.0 27.3 42.0 25.2 5.0 O 0.5 

35 100.0 25.3 35.3 31.0 7.9 告 0.5 

36 100.0 23.6 34.4 31.9 9.6 G 0.5 

37 100.0 23.2 33.2 32.5 10.6 。 0.5 
38 100.0 23.2 32.3 32.1 12.0 G 0.4 

39 100.0 21.8 30.1 35.1 12.6 8 0.4 

40 100.0 21.8 29.5 34:3 14.0 G 0.4 

41 100.0 21.3 28.3 33.7 16.3 G 0.3 

45 100.0 16.1 2ι3 29.1 30.1 。 0.4 
48 100.0 15.4 22.8 25.5 35.7 0.1 0.4 

49 10仏O 15.8 23.2 24.8 35教? 0.1 0.4 

50 100.0 15.3 22.8 23.2 38.3 0.1 0.4 

51 100.0 15.4 22.3 21.9 40.0 0.1 0.4 

52 100.0 14.9 22.5 21.4 40.8 0.1 0.3 

53 100.0 14.2 21.8 20.2 43.4 0.1 0.3 

〈注}3-2表は昭和42年度， 54年喪服運輸白書より仲成。

76 



乗合パス事会送人民の推移と損益状況

( 2 ) 

年

輪送人キロ 単位:百万人キロ

昭和30年度 165，830 91，239 44，873 23，320 主180 218 2き000

35 243，205 123，983 60，357 43，999 11 ，531 735 2，600 

36 266，179 131，754 65，261 49，237 15，958 1，169 2，800 

37 289，494 141，192 69，762 54，399 19，622 1，619 2，900 

38 322，057 152，707 74，739 62，873 26，491 2，247 3，00喜

39 355，616 164，176 77 ，679 76，039 31，921 2，733 3，068 

40 382，165 174，014 81，370 80，13.5 40，622 2，939 3，086 

41 402，757 175，759 82，689 83，932 54，596 2，88合 2，鈴2

45 587.178 189，726 99.090 102，893 181，335 き，319 4，814 

48 674，133 208，097 104，831 111，713 225.732 16，035 7.724 

49 693，595 215，564 108，460 115.776 228，400 17，639 7，759 

50 710，711 215，289 108，511 110，063 250，804 19，148 6，895 

51 709，549 210，740 108，826 98，714 264，499 20，119 6，651 

52 711，333 199，653 112，644 104，639 263，961 23，636 6.500 

53 747，489 195，844 115，285 107，009 296，643 26，923 6，384 

単位:%

昭和30年変 100.0 55.0 27場1 14.1 2.5 0.1 1.2 

35 100.0 51.0 24.8 18.1 4.7 0.3 1.1 

36 100.0 49.5 24.5 18.5 6.0 0.4 1.1 

37 100.0 48.8 24.1 18.8 6.8 告.6 1.0 

38 100.0 47.5 23.2 19.5 8.2 0.7 0.9 

39 100.0 46.1 21.8 21.4 9.0 0.8 0.9 

40 100.0 45.5 21.3 21.0 10.6 0.8 0.8 

41 100.0 43.6 20.5 20.8 13.6 0.7 0.7 

45 100.0 32.3 16.9 17.5 30.9， 1.6 0.8 

48 100.0 30‘g 15.6 16.6 33.5' 2.4 1.1 

49 100.0 31.1 15.6 16.7 32.9 2.5 1.1 

50 100.0 30.3 15.3 15.5 35.3 2.7 1.0 

51 100.0 29.7 15.3 13.9 37.3 2.8 0.9 

52 100.0 28.1 15.8 14.7 37.1 3.3 告.9

53 100.0 26.2 15.4 14.3 39.6 3.6 0.9 
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乗合パス輪送人民の推移と損益状況

2-1表とi詰乙ように昭和42年頃から減少を

呈するようになったと推測される。したがっ

て，大都市の人口増加とは比較できないほど

小さく，人口街肢が低く，広大な石狩平野を

中心とした札腕関の乗合ノξスは，大都千詳のよ

うに交通渋滞をまねくことがなかった。ぞれ

ゆえ，札続器の乗合ノξス輪送人員の減少は説

家用乗用車の普及が大きく影響しているもの

と推察できる o加えて，大都市のように，マ

イカ一族が都Jolこγイカーを乗入れる際，

車場に神経質にならなくともよいということ

が，札幌盟において紫合ノミス韓送人員の減少

を早い詩難から金乙させたと推察される。そ

れゆえ，昭和42年棋のそータ歩ーゼーション

進展時頃札暢閣においては大都市圏よりも早

期に「パス離れ現象Jを生じさせた。

さらに，昭和47年の札幌市の地下鉄完成

3-3表北港道乗合パス
輪送状祝推移瀧

年 度|輸送人員千人

昭和38年 473，881 

39 523，328 

40 556，701 

41 578，119 

42 593，453 

43 589，483 

44 596，279 

45 589，752 

46 580，822 

47 559，901 

48 551， 933 

49 506.438 

50 521， 411 

51 496，934 

52 488.242 

53 479，216 

54 479，922 

(注〉 北海道ノ号ス協会から
の資料である
〈詔和56年2丹現在〉

は，ますます乗合ノミス輸送人員の減少を建造させる なった。このよ

うな現象広乗合ノξスの代替輸送機関として輸送効率のよい地下鉄等の公

共的大量輸送機関を整講し，それが他の交通機関とシステマテックに運行

されることによって，策合ノミス輸送人員減を引きおこすという大都市型の

乗合ノ〈ス輸送人民推移裂を吊している。しかるに，札職閣では，昭和42年

度頃から47年度の地下鉄兜成時まで，乗合ノξス輸送人員減少に関する譲り

金毘総計の 2 1 ある。その後の地下鉄営業設は 2-1表裂という

よ歩大都市欝型の乗合ノξス鞍送人員減の推移を示しているとみてよかろう。

一方，本Lr援額を除いた道内の呑地域や北海道全体の乗合パス輸送人員の
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策合ノミス鞍送人員の推移と損益状認

3 4表

北海道内の各地区〈描出〉の乗合パス韓送人員推移

(単位:千人〉員人送輪

tIs)11地区

75，997 

72，859 

68.831 

65.081 

62，029 

61， 736 

61， 992 

62.059 

62，011 

札幌地誌

328.882 

313，609 

323，330 

305，647 

303，894 

279，413 

274，487 

267，293 
266，993 

震鑓地区

40，639 

40，971 

39， 135 

40，841 

40，765 

40，454 

39，021 

38.788 

39.318 

昭和46年喪

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

-一般乗合旅客数のみで一般貸切旅客数は含ま

れていない。

・国鉄パスは含まれていえEい。

・柏捜陸選馬からの資料を整理して作成したも

のである。

〈注)
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乗合パス輸送人民の推移と損益状況

3-5表北海道内輸送

ほ
鉄道 軌 滋

自
臨鉄 私室ま・軌道

定期安定期外 計 定期 定潮外 計 策合ノfス 貸境I'~ス

48 
65，き27 59，096 125，023 69，536 67，911 137，447 599，997 7，727 
(3.4) (3.0) (6.4) (3.6) (3.5) (7.1) (30.9) (0.4) 

49 
68，367 72，222 140，589 66，793 77，756 144，549 576，0事G 7，445 
(3.4) (3.7) (7.1) (3.4) (3.き} (7.3) (29.2) (0.4) 

50 
65，107 64，352 129，457 6民053 83，256 152，309 568，544 7，800 
(3.1) (3.I> (6.2) (3.3) (4.0) (7.3) (27.4) (0.4) 

51 
62，705 68，01き 130，724 81，912 97，386 179，298 541，693 8，681 
(2.9) (3. I) (6.0) (3.8) (4.5) (8.3) (25.0) (0.4) 

52 
64，514 57，229 121，743 85，055 105，837 190，892 523，075 10，058 
(2.9) (2.6) (5.5) (3.8) (4.7) (8.5) (23.4) (0.4) 

53 
61，402 54，851 116，253 88，02き 112，430 200，459 518，514 10，218 
(2.6) 宅 (2.4) (5.0) (3.8) (4.9) (8.7) (22.4) (0.4) 

53/48 
% 9fJ 三 % % % % % 先

き3.1 92.8 93.0 126.6 165.6 145.き 86.4 132.2 

〈注) 1. r数字でみる北講道の輸送j北語道護運協合，昭和55年疲， pp.34-35. 
2. 航空，船舶は暦年による。( )内は鉄道，私鉄，軌道，自動車別の
3. 3 5殺が 3-3表より柴合パスの輪送人員が多く示されているのは

推移は， 3 3表や 3-4表や 3-5表〈法的や 3 1閲(注6)かち検討する

限努，まさしく全国総計の 2-1表型である。

(3) 北海道内の民営乗合パス会社〈抽出 3社〉の輸送人員の推務

北話事道内の各乗合ノξ 〈抽出)の輸送人員の推移を 3-6表徴7)か

ら検討すると次のようなことが誰挺されるであろう。ここでは道内の道南，

道央，道北の各市に本社をもち，いずれも民営で株式会社形態さととる道南

の原社.道央の乙社，道北の関投の輸送人民の誰移を検討することにする。
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乗合ノξス輸送人員の推移と摸益状況

機関別輸送人員の推移
{主幹泣:千人)

動 事
船総説空 ムロ、 ま十

対前年
計

度比

営業慰乗用家 自家用乗用語辞 計

1，67吉，101 1，941，571 327，101 744，276 
2，679 314 1，944，564 105.5 

(16.9) (38.3) (86.5) (100.0) 

301，088 802，779 1妻687，398 1 ， 972 ， 53~ ， I 2.785 435 しき75，756 101.6 
(I5.3) (40.7) (85.6) (IOO.O) 

308，149 909，660 1，794，153 2，075，921 
2，485 456 2，078，862 105.21 

(43.8) (86.4) (100.0) (14.8) 

298，906 1，005，410 1，854，690 2 ， 1~~::1~ ， I 2，639 576 2，167，き27 104.3 
(13.8) (46.5) (85.7) (100.0) 

279，336 1，110，089 1，922，558 
738 2，238，083 103.2 

(12.5) (49.7) (86.0) 000.0) I -， 

279，340 1，188，991 1，997，063 2，313;775， I 2.233 836 2，316，844 103.5 
02.1) (51.4) (86.3) 000.0) i -， 

% % 予6 。Fυ〆? % 子9~ノ3 % 

~ 85.4 159.8 118.き 119.2 83.4 266.2 119.1 
ム白砂叩叩 ムー-幽削蜘

シェア。
国鉄ノξスの輸送人員が含まれているかちである。

① 道南の平社

道甫の串社は，北海道内の南部の菌館市を中心とした路線を運行してい

る私企業形態の株式会社?ある。この会社の輪迭人員の推移は 3← 6表

に示めされるように一時，昭和48年のオイル・ショックで減少しているが，

その後遺増している O このような現象辻全国でもめずらしく，この原閣は

どこにあるのかというと次のようなことが指摘されるであろう。

第1として，亀田地区と旭需団地の人口増加に対処してダイヤの増強を

したこと o

第2として，昭和54年度に， との乗継定期を発行して各路線の効果
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乗合パス韓送人民の推移と損益状況

3-6義北講道内の乗合パス会社〈抽出〉の輸送人員推務

、時警司士子? 
輪 送 人 員 〈単位:千人)

道南の申社 道央のL社 道北の再社

昭和45年 17，542 170，397 41，937 

46 17， 856(101. 78%) 169， 545( 99.49%) 41， 596 (99. 18%) 

47 18，673(104.60%) 166， 667( 78.30%) 40，360 (97.02%) 

48 17，392( 93.13%) 164.061( 98.43%) 38，403 (95.15%) 

49 17，405(100.07%) 157.742( 96.14%) 35.767 (93.13%) 

50 17，769(1∞.09克〉 154. 548( 99.87%) 34，028 (95.13%) 

51 18，533(104.29%) 143，425( 92.80%) 33，804 (99.34%) 

52 18，582(100.26%) 139，477( 97.24%) 33.698 (99.68%) 

53 18， 544( 99.79%) 136， 180( 97.63%) 32.875 (97.55%) 

54 18.607(100. 34%) 137.459(1∞.93%) 32，245 (98.08%) 

〈注〉。各乗合パス会社〈描出〉の旅客自動車護送事業輸送実績よヲ作成。

。一般乗合輸送人民であ歩一般貸切韓迭人員は含まない。

。( )は対前年度比である。

3-7義実車走行キロ数と韓送人員の推移

;浩一 乙会社 丙命社

実車走行キロt輸送(千入人員) 難走行れ翰あ8実車走行日キロ陣|送(千人人員〉
50年麗 6，956，261主ml 17，769 41， 760， 710kml 154.548 6， 612. 445kml 34，028 

51 " 7. 281， 940km 18，533 42，970，327主m143，425 6，399，354km 33，804 

52 " 7，380，294km 18，582 42，984，282km 139，477 6，184，801k限 33，698 

53 11 7，432， 935km 18，544 42，416，543主m136，180 6，132，968主m 32，875 

54 " 7，654， 955km' 18，607 42，766，226km 137，459 6，069，815km 32，245 

〈注〉 この表は名社の旅客自動車運送事業輸送実績より作成。

的運用をほかるようにしたこと。

3として， 3-7表〈浅8)から指議されるように，実車走行キロ数きと少

しづっ延長して，地域柱民の信頼をえるようになり，輸送人員増につなが

ったこと。

以上の3つの要因がそれぞれ補足し合い，しだいに輪送人員増の効果と
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乗合ノξス輪送人員の推移と損主義状況

なって為らわれてきたものと推湧jできる。

② 道央の乙社

道央の乙社は，北端道内の中央に位置する札!壌市を中心とした銘畿を運

行している在企業務態の株式会社である。乙社の斡迭人員丹推移で特筆さ

れることは次のような点であろう。

1として，人員の増加が著しい札i境事を中心とした賂隷をもっている

会社であるが，乙社は地方の中核都市北ある典型的な乗合パス会社である。

すなわち，大薬害閣に路線をもっ乗合ノξス会社の輸送人員は昭和40年頃か

ら徴増するようになったのに対し，乙社は 3-6表から推測する譲歩，昭

和40年代の前半から，すでに輸送人員が逓減していると推演される。それ

ゆえ， 2-1表と同じ領向を示していることから，輸送人員の推移に関す

る限り，昭和総年12月の地下鉄南北隷関連前までは，地方都市にある典型

的な乗合パス会社であるということができる。また，スペース的に豊かで

あるので，モータヲ…ゼーション{とをむかえても交通渋揮をまねくような

ことも少なし個人暁得の上昇とともに，自家舟乗用車の増加によって輸

送人民の逓減となった。

第2として，昭和51年G月の地下鉄東西畿の関連により，昭和51年授の

輸送人員は 3-6表iこ示されているように前年度洋対して 7.2%減という

大総な減少をまねいたということである。このことは大都市麗におい

入された交遇政策〈大都市の増大する輪迭人員に対拠するため，また朝夕

の運勢・通学による路面の交通渋滞のため，ノロノロ運転をせざるをえな

い乗合ノミス等の公共的路面交通機関に代替するものとして韓送効率の高い

公共輪送機関としての地下鉄等を導入するという交通政策)が，きし課題記

おいても必熱設をもつようになったことを意味する。したがって，昭和田

年の札韓市営の地下鉄東語隷の開通は旅客斡送を内清にするために不可欠

の交通機関として誌、識され導入されえ。しかしながら，昭和語年12月に開

83 



L 

乗合パス輸送人員の推移と損益状況

通した南北線は，私見では昭和47年，冬期オリンピックを札幌市で開催す

るために，札幌市の近代都市イメージ作り・の方が旅客輸送の必然性より優

先していたと思う。しかし，結果的には，この南北線の開通は乙社の輸送

人員減にはずみをつけることにつながった。

第3として，その後昭和53年度まで逓減現象を呈していたのであるが，

昭和54年度に入り逓増減少を呈するようになり，逓減現象に歯止めがかか

ったようにも推察される。しかし，一時的現象であるかもしれない。いず

れにせよ昭和54年度の乙社の逓増現象は次のような要因によるものと推測

される。

(i)として，イランの政治情勢の変化によってもたらされた石油供給不安

や原油価格高騰によって自家用乗用車族が旅行や通勤等に自家用乗用車の

利用を多少，手控えるようになり乗合ノξス輸送機関への回帰となったと推

察される。

(日)として， 3-7表に示されているように，総走行粁を昭和50年度まで

輸送人員の逓減現象とともに減少させてきたのであるが，その後，輸送人

員の減少現象が継続していても総走行粁(路線免許の申請が認可されたこ

とによる)を延長するようになったことが地域住民の信頼をえるようにな

って輸送人員が逓増するようになったと推察できょう。

(血)として，期間限定路線免許の申請が認可されたことによる機敏なる輸

送人員確保(たとえば中国博覧会の共進会場路線の運行)や昭和55年10月

の国鉄千歳線の電化と千歳空港駅の新設に対する乙社の木目細かい営業政

策(超デラックスパスの運行〉などによって，昭和54年度に乙社の輸送人

員が微増になったと思われる。

③ 道北の丙社

道北の丙社は，北海道内の北部の旭川市を中心とした路線を運行してい
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項自

鐙事剖

位農

i道館

筆筒

帯広

I11 路

北見

怒 )11

合計

策合ノ〈ス輸送人員の誰移と損益状況

3-8嚢道内の各地区における畠動車の欝及状況

{単位:合〉

世帯数 自動率
の1{捻保b得/有皐当〉散り 保乗用(有自c)動E数E 

事室乗用車動 1 t立t評議数り
M iP sII 

{轟}
保{有b) 数 滋保(必有数 の〈哲保+d有/且)

きし侵市 503.932 395.934 0.79 246.858 10.816 0.51 

IJ、得 ifj 62.041 40.314 0.65 21.253 1.号42 '0.31 

千議市 24.759 -25.558 1. 03 17， 206 1.284 0.15 

タ機市 14.533 11.伺6 。.82 8.039 381 0.58 

立制市 'Z1. 575 お.507 0.85 15.261 640 0.58 

岩見沢市 21，803 25.094 1. 15 14，515 708 0.70 

その他 185.512 193.629 1. 04 108.619 4.716 0.61 

針 840，155 715.942 0.85 431.151 お.487 0.54 

選館市 110.908 部 .562 0.78 52.56事 4.312 0.51 

その後 76.768 77.8鈴 1. 01 43.023 2.288 0.59 

計 187.616 1制.452 0.88 95，592 6.600 0.54 

室鑓市 50.309 40.984 0.81 26.081 1. 840 0.55 

d小牧市 51，379 5l.676 1. 01 34.104 1. 636 0.70 

その他 84.330 97.563 1. 16 55.750 三429 0.69 

針 186.018 1釦.223 1.02 115.935 5.鉛5 0.65 

i簿広務 46.585 61.555 1‘32 35.398 2.296 0.81 

その徳 58.315 101，毒事? ]. 74 50書538 1.985 O.絞3

計 104.900 1回.052 1. 55 85.936 4を281 0.86 

釧路市 72.336 67.632 O.き3 42.942 2.281 。移63

その他 57.178 83.003' 1. 45 43妻988 1.216 0.79 

計 29.514 150.お5 1. 16 部.930 3，497 0.70 

北見市 35.247 39.366 1. 12 23. R98 1. 070 n.71 

その他 84，732 112.859 1. 33 58.808 2.567 0.72 

針 119，919 152，225 1. 27 毘 106 3.631 0.12 

処 111 ifj 119.707 109，721 Q.92 66，424 3.888 0.59 

雄内市 17， 856 16，097 0.90 8，994 448 0.53 

その他 132，479 153，646 ld6 き1，300 3，916 0.6毒

針 210.042 21事，46毒 1.03 156.11き 8，252 0.61 

鶴市箆 1，158.970 995，鈎§ 0.86 613.542 33，542 。‘56
<{-制11!.tlr.m~ 679，314 8却.OR7 ]. 21 

寸誌トトお誌
o. .iR 

at 1.838.2訟 1.815.993 Q.99 0.60 

(注) (1) r昭和55年版数字でみる北道道の輸送」より α
(2) 自動車保脊数は54年度3]3末

る私企業形態の株式会社である。道花の丙社の輸送人員の誰移は， 34

表や3-6表から推察する譲歩， 2-1表と関乙ような全国総計型を示し
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ている G このことから，丙社は道北の中核都市に位蹴しているが，地方の

中核都市iこ泣置する乗合ノξス会社というよりも地方の準中核都市に位置す

る乗合ノξス会社と接惑できる。なぜなち， 3-6農さと挨討する摂り，丙社

の輪送人員の逓減現象が典型的準宇接着:事iこある乗合ノξス会社の輪送人員

推移を示しているからである。したがって，きわめてー較的であるが次の

ようなことが指摘されるだろう。輿辺の遅珠地域の人口捷出に起菌する輸

送人員の減少に加えて， 3 8表(注9)に示されるように，周辺の過掠地域

は，自家用乗用車の普及が世帯当りの率として高く，閃社が中心として運

行している捧)11市は道路渋滞も少なく，駐車のスペースも豊かであること

から，自家用乗用車記よる輸送人員も多く，その輪送分担率も大きいと思

われる。

また，丙社は 3 7表に示されるように，輸送人員の逓減とともに，総

走行粁を逓減させている。この総走行粁の逓減は不捺算路縁の廃止や運行

回数減によるものと思える。このようなことは，ますます，地域住民の乗

合パスに対する信頼性を喋失させ， rパス離れ現象Jを助長しているので

はなかろうか。

〈注1) 北議選鰭灘協会繕 f数字でみる北海道の輸送昭和55年版Jp. 60 

〈注2) 運輸省繰 f昭和42年麦該， 54年変販運輸自議事J付課統計表よ雪作成。

〈注3) 北講道ノξス協会からの棄耗よ歩非或， R義和56キ2月現在の数字である。

(注4) らの資料を整理して作成したものである。認和56年2月現

在の数字である。

(注5) 北海道陣灘協会輔「数字でみる北樽道の輸送昭和田年版Jpp.34-35o 

(注6) 北梅道陣灘協会編，前掲書， p.35o 

〈注7) 各乗合パス会社〈抽出〉の旅客自動車溜送事業輸送実績より作成。

〈注8) 各乗合ノ守ス会社〈抽出〉の旅客自動車輸送専審議輸送実績より作成。

〈詮9) 北溝道陣護協会編，前搭書， p.24o 

[4 J 乗合パスの援護状況

86 



乗合ノミス鞍送入良の推移と損益状況

第2次世界大戦以前の乗合バス輸送人員(昭紅15年iこ18億9千7百万

人〉より少なかった戦後まもない乗合ノミス輸送人民(昭和20年に6索2千

万人〉は，その後，逐年，増加してきた。したがって，運賃の改訂にあま

9持経費にならなくとも験送人民の大幅な増加によって収誰は増加し，諸

経費の増加を十分にまかなえる余絡が昭和初年代， 30年刊まで全菌の各衆

合パス会社はあった。すなわち，乗合ノ〈ス会社の事業計習の増大や人持費

等の諸経費の高騰は，事会送人員の増加にとも主主う収益の自然増の範罷内で

おさまっていた。しかし，昭和39年震から営業収益利益事が悪化しはじ

め，昭和0年度には経常損益で赤字となり，昭和総年震からは営業損議で

も赤字を呈するようになった。しかるに，遼箕改訂や経営の合理主という

諸問題が昭和総年頃からしだいに提京され，真剣lこ検討されるようになっ

fこo

ここでは，これまで(3Jで論述してきた験送人員の推移と損益状況がどの

ようなかかわ予あいをもっているのかを中心に，乗合ノミスの損益状況につ

いて述べることにする。

( 1 ) 接合パス事撲の損益感化

① 乗合ノミス事業をとヲまく，昭和初年代， 40年代初期の日本経済

ここでは，乗合ノξス事業をとりまく，詔和30年代， 40年代初期の日本経

済を考察す7ること iこする。

HB和30年代の日本の経語教策の中粧をなしていた高度経済成長政禁は，生

産急増政策金行い，労鋤需要を増大させることであった。これをささえる

には，在産投資増，個人消費増，輪出増，設備投資増の 4つの条件がよく

かみあっていなければならない。しかし，高要経済成長政策を擁行するの

に前述のような 4つの条件がかみあっていたならば，過去の場合，必ず物

価高藤や関際収支の悪化をまねき景気過熱を投じさせていた。しかし，昭
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和30年代初期頃は，そのようなことにいたらなかった。その理由として次

のような事項が指摘されるだろう。

第1として，生産設備の基礎分野の整備拡張をあげることができる。これ

は，電力，鉄鋼，輸送力の整備と拡張の確立である。この 3つの基礎産業

が確実に整備拡張された上に他の産業が発展し，経済全体の安定を維持す

ることができた。

第2として，労働力の豊富な供給によって，コスト・インフレをまねかな

かったこと。このことは，わが国の労働力は，都市や農村にいたる全国の

零細経営に家族従業員のような様態で不完全就業者が多数存在し，供給過

剰状況であった。しかも義務教育が完全であったので質の高い潜在労働力

があった。しかるにこの良質な労働力を木目細かく流動さすことによって，

労働力不足をまねくにいたらなかった。したがって労働力不足が生産増を

阻害する要因とはならず，コスト・インフレをまねくまでにいたらなかっ

た。

第3として，輸入の安定と貿易条件の改善と整備をあげることができる。

輸入の安定により，輸入増を呈することがなく，ましてや国際収支を悪化

することがなかったということである。すなわち， 日本経済における技術

の向上が，機械類の輸入減や原材料の在庫率の低下をもたらした。また世

界経済の安定や貿易条件の改善等により，海上輸送の安定や原料価格の安

定をもたらし，思惑的な輸入増がなかったということである。

第4として，適正なる金融政策の施行をあげることができる。設備投資増

の時期はえてして金融緩和政策がとられやすい状況にあるものであるが，

適正な金融政策がとられたことによって景気調整がうまくなされたという

ことである。

このようにして，昭和33年の下半期から昭和36年上半期まで日本経済は急

速な成長をとげ岩戸景気とよばれた。
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乗合ノξス輸送入員の推移と損益状況

しかし，昭和37年に入!J，間際収支が赤字となヲ，金融引締め政策がと

られ，在庫輯整が行なわれた。それによって原材料の輸入額が低下し，生

産践につながった。加えて，資本市場が未発達〈とくに証券市場〉である

わが国では銀行などの金融機関からの措入金等の他人資本の詑率が高いの

で，金融引締め政策はしだいに設傭投資の沈静化につながった。さら

これまでの設髄投資増による資本費の増大，すなわち，誠価鏡却費や支払

金利の上昇や人件費の上昇によって企業収益は低下状況を呈するようにな

った。昭和39年に誌生産能力が需要を上陸孔昭和40年には賃金上昇が生

産性を上回るようになヲ， とくにこの領向;土中小企業にみられた。このよ

うに国内景気が悪化していた40年であったが，アメリカ経済の好況により

アメりカ向け輸出とくに鉄鋼輸出が好況となりしだいに盟際収支が黒字を

呈するようになった。このことは重化学工業部門の設備投資が功を奏すよ

うになり，この部門において国際競争力がついてきたことを示すと問時に

景気回復の重要な要国となった。景気自疫の第2の要留となったものとし

て，昭和40年6月の金融緩和政策や詔和41年度予算編成立おける大型予算

の組成と国債発行による公共事業の捉進による公的需要の換起や大幅減視

による私的潜荘需要の喚起などを指描することができる。

第3の要因として，これらの欝要に応ずべき設器投資が盛んとなヲ，生産

性への向上につながるようになったことである。

これまで，昭和30年代， 40年代初期の日本経誇の経緯について冗長すぎ

るほど述べてきたのは，乗合パス事業がどのよう;こ日本経済とかかわりあ

いをもってきたかを考察する前提条件だからである。

@ 昭和38年度までの乗合ノξス経嘗成績の荒況

昭和初年に年間6鐙2千万人であった乗合ノξス事業は，昭和20年代， 30 

年代を遇して，逐年増加の…途を諮ってきた。しかるに運賃改訂にあまり
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業合ノミス輸送入良の推移と損益状説

(3) 生産性指標

乗合パス

60叫 719 836 
加額僅額ヲ〈千円付〉 45 514 (116. 7)1 (119.8) 798 (104.8) 

労欝装備率(千円〉 521 555 666 744 782 

設儀投資効主幹 〈髭〉 86.8 86. 1 108. 0 107.2 106.9 

付加価値率〈定〉 57. 7 58. 7 65.4 66.2 67.0 

1人当り人件費〈千円) 356 457 571 735 
fτIlQ 1¥1 (官官c;: C.三 659

1 (111: 5) 

〈注) (1) この数髄は，乗合パス48社(公営企業を除く).の実績である。

経常利益 経常科益
(2) 総資本収益率口官群生X100 営業収益利益率苦難者

総資本自転率口繋苦手 1人制的自価儲=15

労働装儲率口号車喜F 問日儲僻ー糊価値額一営業収益×

設備投資効率1端艶X1001人当り人件費=謀議
掛 ( )内は対前年度比(%)

(4) この資料は客年疫の運輪自警から作成したものである。

神経質iこならなくとも輪送人員の大幅な増加によって収益は増加し，諸経

費の増加は十分に賄えた。したがって 4-1表の(1)位1)に恭されているよ

うに，昭和38年震までは日本経演が成長してきたように乗合ノ〈ス事業も成

してきた。しかしながら，昭和39年度以降は 4-1衰の(1)から指擁され

るように乗合ノ〈スの経営成績が悪化してきた。しかるに第2次産業とりわ

け製造業のように設債投資の糟加によって…単位当りのコスト逓減が生産

性の向上につながる資本集約型遊業でなく.41表の(2)が吊すように，

全経費に占める人件費の割合が比較的大きい労鶴集約型産業である乗合ノ〈

ス事業が，なにゆえに昭和38年頃までその経営状況が好況であったのかを

検討した場合，次のようえEことが指擁されるe

昭和30年代の高度経詩成長時において，乗合ノミス事業は需要のある地域
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乗合パス輸送人員の推移と損益状説

へ路繰を拡強し，その需要に応じた時代であり，そのマーケットをいかん

江く本げ輸送人員を伸ばした。たしかiこモータヲーゼーションの兆はあっ

たが，自家用乗用車の保有数や保有率も小さく，道路整備の進捗と併行し

て，その輪送人員を伸ばした時代であった。また産業構造の変化によって

大都市八人口が流入し，大都市関においては郊外から都心へ，地方におい

ては農村部から地方の中核都市へというように朝夕の通勤人口も増加し，

加えて高校，大学への進学事も上昇し，朝夕の通学人口も増加した。それ

ゆえ，乗合パスは国鉄や民鉄に接続した末端輸送機関として，その輸送人

員を逐年，大幅に伸ばしていった。かくして，製造業のように設鑓投資の

増加によりー単位当歩のコスト逓減をなすことによって，生産性の向上を

はかるような資本集約型産業で乗合パス事業がなかったにもかかわらず，

その輸送人員の大幡な自然増が収揺を大椙に上昇させていたのである。

φ 昭和39年度以降の乗合ノξス経営成績の不況

昭和39年度頃かち乗合ノξス事業は 4-1表の(1)の奴益性指標に示されて

いるように，悪化の一途を辿るようになった。

その第 1の原因として，産業構造の変化により渇疎地域と過密地域が明確

にな札飛鐸的に輪送人員増を可能ならしめる要因がなくなったというこ

とである。すなわち，それまで産業構造の変記によって過線地域と過密地

域の変化が進行しているうちは害その分化の進行が乗合パス輪送人員を増

加させ， 1反益増につなげていた。しかし，国内景気が昭和37年壌から悪化

してきますと，しだいに人口移動も少なくな!J，昭和39年頃になヲますと

過疎地域と過密地域が明確になり，飛躍的に輸送人員増を可能北らしめる

要閣として，過疎・過密の分化の進行が作用しなくなった。換言するなら

ば， 4-1表の(1)(2)(3)の指標に，乗合ノミス輸送人員の伸びの鈍北がそのま

ま示されている。それゆえ!領調な経常成讃を示していた乗合ノ〈ス事業は収
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乗合パス験送入員の推移と損益状況

益が鈍化どな!:l，経営成績にかげ予がみえてきた。すなわち，昭和総年の

不況を克援した飽の産業，なかんずく製造業のように設積投資の増加によ

って製品…単位当りのコストを逓減させ生産性を向上させることによって

マ…ケットを拡張し，収益を上昇させることができない乗合パス事業の本

繋杭その収益を悪化させるようになった。接設するならば，乗合ノミス

業においては，いくら車輪やパス・ターミナル等乙設欝投資をしてもそれ

を利用する者がいなければ収益につながらないということを示したともい

えよう O

2の原田として，輸送人民の微増現象によ D，収議増が鈍化してきたの

に対して，それまでの設鑓投資増による費用増が大きな負担となってきた

ということである。すなわち，一般的;こわが爵の設儲投棄泣，証券市場が

あることからして，銀行等からの喜子入金等の銭入資本の調達によ

る傾向が強い。したがって，金融費用が4 1裁の(2)に示されているよう

に，昭和38年度において4.5%であったものが昭和39年度には5.0~ぎとなり，

{慢話'Jの乗合ノミス会社にとっては，かなラ となってきた。ま

もかなち重い魚控となってきた。

3の原田として，輸送人員が誠少し，収益が誠少しているにもかかわら

ず，輸送サーヒ9スの質的向上を需要者は常に求めているので新車輔の購入

やパス・ターミナノレの建設や停留所の標識や上鹿，案内版等の各機施設を

していかねばなちない。それゆえ，雄投整備のために減部償却費や車

金書室費男が樫常的iこ高いパーセントを全費用の中で示すように

註担，経営を圧迫するようになった。

4の原因として，石油供給事情不安による燃料費高騰が指摘される o

1973年(昭和48年〉の石油危機や1978年〈昭和53年)のイランの政治不安

による石諸供捨不安が燐料費高聴をもたらした。それゆえ，乗合ノミス事業

をこのような怒科費高藤が悪詑させている大きな原虫といえる。
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乗合パス輪送人員の推移と損益状況

4-2表乗合ノξス会社損益状況表

損~益~琵~分九~年1¥度九 38年度 39年撲 40年度 141特 岬

697424

度
.L7Bα41 
1 

岬度
1
岬度

営業収益 664.60 742.34 837.6Ql 984.74 1.044.7411. 092. 7411. 173. 78 

営業費用 608.26 699.40 781.241 879場 72 ，047.9011. 144. 88 

営業損益 56.34 42.94 56.36 105.02 71. 94 44.84 28.90. 

営業タト損主義

経常損益 11. 92 

〈注) @昭和40年版""'-'54年腹違輪白書か作成。
。昭和38年度から48年度までは公営，民営を区別することなく，全国の乗
@昭和49年度以降は民営乗合パス会社の中から48社を抽出して作成したー

第5の露国として，全費用に高める人件費比率の上昇を指摘することがで

きる。すなわち，乗合ノξスの損益状況をもっとも悪化させているのは，

4-1表の{討に示されているように，遊年，人件費率が上昇しているとい

うことである。たしかに，乗合パス事業は労働集約型産業の典型的産業で

ある。製造業のように機械化することによって生産性を向上させることに

は限界があり菌難な産業である G しかるに乗務員等比較的多くの従業員を

必要とするので人件費の割合は大きい。しかも逐年，その割合は増加の一

途さと諮っているのが現状である。しかしながら，乗合パス事業は労嶺集約

型産業であり，厳しく人件費を削ることは，サーピス抵下をまねく事態を

生ずることになるので十分に考慮して削減すべきである。

これまで，昭和39年震以降，乗合ノξス事業が経営成績の惑北の一途を辿る

ようになった原因について考察してきた。

次iこ4 2表〈波2)から乗合ノ〈ス会社の損益状況について考察すると下記

のような事が指捕される。昭和39年度から昭和42年度までの輸送人員は鈍

化し，昭和42年度から逓減現象を示すようになったにもかかわらず，営業

損議では昭和48年度までは黒字を示している。この黒字の意味は昭和総年

度までは運費値上げによって輪送人員とバランスを保ちつつ黒字を呈して

いたことを意味している。しかし，昭和49年震になりますと運賃艦上げに
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〈一社平均)

乗合パス輸送入員の推移と横議状況

単設:百万円

45年度 146年度

会パス会社の中から50社をと抽出して作成した一社平均の損議状況。

社平均の損益状説。

43.601t.. 

50. 101'" 38.701 

93. 70It.. 72. 30 

よる営業収益では営業費足をささえきれなくなったことを示している。そ

して，このような安易な一時しのぎの運賃{底上げは，乗合パスと競争して

いる代替輪送機関への移動を徒進させ，地域住民のパス離れを生じさせ，

輸送人員の誠少となって表われ，輪送サービスの低下〈輪送人員の減少に

ともなって運行回数の減少や不採算路線の蕗止〉とな堅，提算をあわすた

めに，また運賃値上げさとするような悪循環者呈しているので島る。

(2) 北海道の乗合パス事業の損益状況

北海道内の乗合パス事業の損益状況を者察するならば次のような事が指

損されるであろう。昭和45年度において 4 3表出〈注おが示しているよう

に，すでiこ経常損益では赤字を監していたが，常業損益ではかろうじて黒

あった。しかし，昭和46年度から辻官業接益でも赤字を呈するように

なり，いよいよ営業の中枢部門である来合ノ〈ス事業部門においても深刻な

事態をむかえるように江った。一般的に全国の乗合パス会社が4-2表が

来すように昭和49年度から営業損益において赤字になったことから比較す

るならば，北潜道の場合 3年も単く乗合ノミス会社の中枢部門である乗合

パス事業部門が赤字となったということである。このことは全間的にみて

過線化現象が主海道の場合3-1表に示されるように，平くから進行し，

営業収益の伸びが小さく営業費の大部介を占める人持費や積務累積に侍う
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乗合パス輸送人員の推移と損益状況

4-3表(1 ) 北海道

1X 収益 費

営業収益(A) 営業外収益(8) 計(C) 営業費(D) 営業外費用(E)

45年度 21，419，985 574，905 21，994，890 21，200，747 825，310 

46 11 22，146，041 620，334 22，766，375 22，748，015 743，728 

47 11 23，095，399 596，727 23，692，127 24，342，841 756，258 

営y品~、 5，586，120 76，613 5，662，739 7，375，768 195，561 

年4度8 営長と 21，016，066 541，950 21，558，016 21，289，581 514，814 

計 25，600，192 618，563 27，220，755 28，665，349 710，375 

営Fι~、 6，735，240 109，628 6，844，868 10，009，059 347，259 I 
49 

719，3441 年度
営民i 25，614，524 655，149 26，269，673 27，227，354 

計 32，349，764 764，777 33，114，541 37，236，413 1，066，593 

I 50 
営公 7，545，383 81，744 7，627，127 11，239，462 541，816 

l 年度
営長t 27，721，168 651，833 28，373，001 28，606，209 589，706 

百十 35，266，551 733，577 36，000，128 39，845，671 1，131，522 

51年度 41，906，844 859，080 42，765，924 43，842，700 1，105，056 

52 11 43，528，805 925，858 44，454，633 46，127，235 982，793 

53 11 45，710，679 849，226 46，559，905 47，437，630 852，001 

54 11 49，381，426 913，796 50，295，222 51，665，847 728，549 

(注) 。上記の表は札幌陸運局の資料を整理して作成したものである。

。北海道内の乗合パス会社の統計である。

金利負担の増加などによって，営業費が大幅に伸びたことに起因する。ち

なみに，昭和46年度は45年度より営業収益が3.1%の伸びを示めしたのに

対し，営業費は7.3%の伸びを示していることからも，費用増を推測する

ことができょう。

4-3表(2!C注3)からは次のようなことが示される。昭和50年度の走行キ

ロ1キロ当りの北海道の民営乗合パス会社(一社平均〉の営業収益は 256
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乗合パス輸送入員の推移と損益状況

乗合ノくス事業損益状況
(単位:千人)

用 損 ナi皿セ. 収 支 率

計(F) 営業損益(A-D) 経常踏(C-Fl 営業収支平(合) 経常収支率(手)

22，026，058 219，237 ム 31，168 101. 03 99.35 

23，491，813 ム 601，974 ム 725，437 97.35 96.91 

25，099，100 ム 1，247，442 ム 1，406，973 94.88 94.39 

7，571，329 ム 1，789，641 ム 1，908，590 75.74 74.79 

21，804，395 ム 273，515 ム 246，379 98.72 98.87 

29，375，724 ム 2，063，157 ム 2，154，969 92.80 92.66 

10，359，318 ム 3，273，819 ム 3，511，450 67.30 66.10 

27，946，688 ム 1，612，830 ム 1，677，015 94.10 94.00 

38，303，006 ム 4，886，649 ム 5，188，465 86.90 86.50 

11，781，278 ム 3，694，079 ム 4，154，151 67.10 64.70 

29，195，915 ム 885，041 ム 822，914 96.9 97.20 

40，977，193 ム 4，579，120 ム 4，972，065 88.5 87.90 

44，947，756 ム 1，935，856 ム 2，181，832 95.6 95.10 

47，110，028 ム 2，598，730 ム 2，655，365 94.4 94.40 

48，289，631 ム 1，726，951 ム 1，729，726 96.4 96.40 

52，394，396 ム 2，284，421 ム 2，099，174 95.6 96.00 

円80銭，営業費用は 269円82銭，営業損益は13円2銭の赤字である。全国

の平均は 4-6表(1)に示されるように，営業収益は 232円49銭，営業費

用は 232円78銭，営業損益29銭の赤字となっている。したがって， 50年度

の走行キロ 1キロ当りの北海道の乗合ノ守ス会社〈平均〉の営業損益13円2

銭という赤字は，全国平均より，きわめて大きいことが指摘される。

また 4ー 3表(3)(注3)に示されるように，北海道の乗合ノミス会社の平均
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乗合パス輸送入員の推移と損益状況

4 3表(2)

北海道乗合，，-，ス会社(民営)平均輸送効率表

!杢ト之主昭和49年度昭和50年度 昭和51年度 昭和52年度 昭和53年度

実一 実車キロ(キロ) 143.1 140.5 141.2 140.5 139.2 

勤三事~時 営業i段議(円) 32，231.84 36，080.40 40，873.16 42，245.54 43，875.84 
車当
営業費用(円) 35，720.62 
た
営業損益(円) ム3，488.78 ム1，829.31 ム425.01 ム1，232.18 ム235.

走-営業収益(問) 225.24 256.801 289.471 300.681 315. 
行キキロ
営業費用{円) 249.62 269.821 292.481 309.451 316. 

ロ当
営業損益(円) ム 24.38 ム 13.02 ム 3.01 ム 8.77 ム 1.691

(注) この表の安料は社間法人，日本パス協会編j要素病原傭報告書の解析J
S55年 3月， P48より作成。

4-3褒(3)

北海道乗合パス会社平均主要コスト比率

ト湾当
昭和49年度 昭和50年度 昭和52年度 昭和53年定

民営 公営 民営 /ふ1ゐH正且母， 民営 /品1偽 1長t江?; 民営 公営

入 件 繋 64.5%74.1% 66.7% 73.3% 68.5% 73.3% 68.5% 72.8先

懲 料 費 7.3% 5.7% 7.0% 5.4% 7.0% 5.4% 6.2% 4.7% 

車線修繕費 5.0% 4.4% 4.7% 3.9% 3.7% 3.4% 3.6% 3.2% 

減{酷僕却費 4.3% 5.4% 4.1% 5.5% 4.4% 5.1先 4.8% 5.1% 

金融費用 2.1% 3.5% 1.8% 4.5% 0.9% 5.1% 0.6% 4.3% 

その他諸経費 13.1% 6.9% 13.3% 7.4% 13.1% 7.7% 13.8% 9.9% 

適正和J~陪 3.7% 一 2.4% 一 2.4% 2.5% 一

ぷfr 計 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 

{注)(Q)この表の資料は社団法人， 百本パス協会編， 日本パス事業.1976， 
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77. 79. 80年版の実主主走行キロ当りの収入・原、鏑表より作成したも
ので為る。

。昭和51年震は資料不足の為，調査できなかった。



乗合ノξス韓送入貝の推移と損益状況

主要コスト比率を昭和50年度を基準にして 4-1表部の全国平均と比較す

ると，人件費比率は，民営乗合ノξスの場合，全国平均よ歩小さく，

スの場合，全開平均より大きいことが指摘される。

しかし，北海道の民営乗合ノ守ス会社(平均〉法人件費比率が小さい分だ

け，その能の諸経費比率が大きい。このことは，全菌では…般的に考意さ

れえない積雪対策費などに費やされているものと推察される。すなわち，

北樽濯の民営の乗合ノミス会社の多くは，地方都市a:根拠とするよヲも地方

の小規模都市a:中心とした路畿運行をしているがために，積雪対策費など

に費やされるその誌の諸経費比率が全罰平均や北海道売の公営策合ノ守スよ

ちも大きくなっているものと推察される。

以上のように， 4 3表の(1)，(2)， (3)から考察する限り，北海道東合ノ〈

ス事業の損益状況は，全国平均よりも，きわめて悪化しているということ

が指摘される。

(3) 北海道内の民営乗会パス会社〈抽出 3社〉の損益状況

北海道内の主饗な乗合ノξ 〈抽出 3社〉の横議状況については 4

4表〈注4)の損益状況表と 4 5表〈注むの経営指標と 4-6表敬引の輸送

効率表会中心に用いて，初年度を基準として分析し，検討することiこする。

① 道南の平社

まず，道南の平社の経営成績の概要について考察する。 4 4表に示さ

れるように，道南の甲社吟50年度の一般乗合部門の営業収益が18龍9千4

百50万であったのに対し，営業費用は約20億であることからして，

を賄うまでにいたっていない。それやえ， 4-5我の営業収益利益率が

-0.18%である。また， 4 6畿の(1)(2)に示されているように，

日一車当予の輸送人員が413入であるのに対し，苧社は360人であ歩，きわ

99 



乗合パス輸送人員の推移と損益状況

4-4褒北海道内(抽出)乗合パス

50 51 EFキ 道南の甲社道貯)乙社道北の丙社 道南の甲社道央の乙社道北の丙社

一般乗合 1，894.5 9，834.4 2，368.7 2，184.8 12，027.5 2，547.8 

持昂旦.
一 般貸切 191.4 2，735.1 287:6 158.9 2，905.3 

不 動 産 465.2 287.3 
業
自動車整備 113.5 9.6 149.5 11.0 

収
商品販売 426.1 538.9 

益
観光事業 153.8 188.2 

計 2，664.6 12，723.3 3，092.0 2，780.5 15，121.0 3，410.9 

一般乗合 2，001.1 9，461.4 2，251.5 2，220.9 11，007.0 2，479.1 

長員L 
一 般貸切 141.0 2，281.0 262.2 156.5 3，070.7 288.0 

不 動 産 344".5 257.0 
業
自動車整備 143.5 9.9 148.8 8.7 

費
商品販売 334.1 508.7 

用
観光事業 114.1 173.1 

5十 2，630.1 11，859.5 2，857.7 2，783.2 14，250.8 3，284.5 

営業損益 34.5 863.8 234.3 ム 2.7 870.2 126.4 

営業外損益 ム77.4 325.6 45.7 ム55.1 381.~ 38.6 

経常損益 ム42.9 1，189.4 280.0 
L一一一一ム一一5一一7ー.81 1，251.2 165.0 

(注) この資料は北海道内(抽出)乗合パス会社の損益計算書を基にして作成

めて少ない。走行キロ 1キロ当り，全国平均で営業収益232円49銭，営業

費用232円69銭，営業損益-29銭であるのに対し，甲社は営業収益272円35

銭，営業費用287円68銭，営業損益ー15円33銭となっている。しかるに，甲

社の一般乗合部門としての営業成績はきわめてよくない。

これまで道南の甲社の経営成績の概要について考察してきたが，次に損

益状況について詳細に考察することにする。甲子土の場合，昭和51年度以降
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乗合パス輸送入員の推移と損議状説

損益状況表単位百万円

52 53 54 

道甫の平社 道夫の乙社 道北の丙社 道事の平社 道央の乙社 道~tの丙社 道議の平社 道夫の乙社 道~tの間社

2，391.3 11，758.7 2，664.6 2，507.8 12，399.9 2，801.0 2，695.6 13，303.7 2，908.0 

146.1 3，593.8 237.6 141.2 3，804点 228.8 152.3 4，113.4 257.6 

316.0 272.9 473.2 

183.8 10.3 200.5 11.1 200.5 10.7 

775.9 918.7 1，133.8 

165.7 164.6 229.6 

3，告37.215，518.2 3，688.4 3，122.4 16，369.1 3，959.6 3，521.6 17，646.7 4，310.1 

2，475.3 11 ，385.0 2，634.1 2，561.1 11，710.3 2，682.1 2，740.1 12，806.4 2，915.4 

167.8 3，345.9 287.3 163.7 3，666.8 251.9 182.2 4，062.9 268.9 

285.2 264.4 441.3 

183ι 7.7 208.2 8.2 224.5 8.1 

638.3 799.1 932.1 

149.0 150.2 233.8 

3，111.9 14，879.9 3，567.4 3，197.4 15，527.3 日1.313，588.1 17，103.1 4，124.5 

ム74.7 638.3 121.0 ム75.0 841.8 218.3 ム66.5 543.6 185.6 

4.2 461.8 104.9 ム11.5 439.1 61.8 ム34.7 476.9 76.6 

ム70.5 1，100.1 225.9 ~86.5 1，280.9 280.1 ム1自1.2 1，020.5 262.2 

したものである。

も昭和50年度の損益状況とほとんど間じような状況を呈しているので， 50 

年度の損益状況を主として考察すること iこする。しかるに， 50年度の一般

乗合部門の損益状況について考察した場合，次のようなことが指撰される。

すなわち申社の輸送人員が3-6表に恭されているように，対前年度比と

して0.9%より伸びなかったの拡対し，昭和50年10月の市内路線の遺質改

よって， 4-7表恨のが示すように14.7%の増収となったが，一般乗
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乗合パス輸送人員の推移と損益状涜

4-7費収益・費用の対前年度増減表

年団甲

紋 議 費 思

社|乙 社|丙 社

50年度 14.7 %増 13. 7 %増 -l130胸

51 " 4. 17%増 22.5 %増 7.56%増 5.5 %増 16.3%増 10.1 %増

52 " 8.56%増ね2.232f35g 2. 増 4.58%増 10.06%増 3.4 %増 5.9 %増

53 11 2.83%増 5.45%増 5.11%増 2.7 %増 2.85%増 1.8 %増

54 11 11.43%増 7.28%誠 3.82%増 11. OO~G増 9.3 %増 8.7 %増

(注) 4…7表は4-4表から作成したものである。対話年震増減比率である。
*は一般乗合部丹だけについての数字である。

合部門の費用を賄うまでiこいたっていない。苧社は営業部門として 4部門

をもっている。その中でー穀乗合部門が主力でまちることは事実であるが，

不動産部門もかなりのウエイトを占めるようになってきている o そして，

この部門は50年度には大闘に黒字でこの大輔な黒字が50年安の全営業損益

としている。しかし，営業外摸諮において大幅な部学を呈していて

経常損益として赤字となっている。この営業外損益の大脳な赤字は債務累

積に伴う支払判患としての金融費飛である。そして，この金融費用が平設

の場合， 50年度は経営を圧迫している。〈しかし，その後詰善悪次，金融費用

は減少している。〉それゆえ，申社は50年度の場合，上記のような条件だけ

からの摸益を考えるなら，赤字経営であるが，積場金として 4-8表〈注約

に示されているように約1億6千2百万円交付されているので甲社の50年

度当期の損益は全体として県宇となっている。しかし，前期以前からの累

積された換越損失を相殺すると赤字となっている。

50年震において，不験産部門の大幅な黒字によって営業損益は黒字とな

っていたが， 51年設からは不動産部門においても大艦な黒字とはなら

堂業損益でも赤字に転落している。したがって昭和51年度以誇，

議において，多少の費用減があったにもかかわちず経常損益は赤字となっ
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策合ノミス輸送入員の推移と損益状況

4 8表

諦助金実付く単泣:千円〉
年度

道闘の平社 l道央の乙社!道北の丙社
50 162，688 76，796 4，844 

51 156，548 255，758 4，807 

52 159，821 115，559 7.328 

53 166.882 139，959 9.829 

〈注) 遊舟の各策合パス余社〈抽出〉の損益計算書から作成。

ている。

昭和51年史以詳の溜賃改訂申請の認可は次のように器可されている。

詔和田年8月に郊外賂隷運賃改訂申請に対して認可。

昭和田年4Jlに市内路線運賃改許申請に対して認可。

昭和53年 8月に郊外路線運賃改訂申誇誌対して認可。

上記のように認可されているものの，一般乗合部門において，まだ費用が

i設益よ哲微増している状況にある。しかし，輸送人員がわずかであるが微

増している点が特徴であり，この点をよく分析してもっと輸送人員増を摸

策する努力が必要できちる o

ここで，If!社の補助金きと中心として，乗合パスに対する補助金について

考察するならば次のようなことが指揮されるだろう。乗合パスに対する

補助金は地方パス路線に対する補助金(4-9表)(注9)(4 -10表)(注10)と大

都市交通に対する補助金(4-11表)(注11)に分けられる。説者は，地方ノミス

の不採算路線に対して，地方ノξス路線の自立を留り，かっ沿線住誌の足の

確保さと目的として，悶ないし地方公共自体から補助されるものであるo

後者は居住者の通勤通学等に必要な来合パス路諌の開発を促進するため

や大都市罷の主要駅のパス輸送態設の整備のためや大都市のモヂルルート

にパスロケーションシステムを普及促進させるだめに国ないし地方公共団
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葉会パス輸送人員の誰移と損益状況

4-9褒
(1) 撞方パス路隷誰持費昌憲議助金交付実績の誰移

i「¥一一」! 41 45 46 47 

地パ高帥辺寄スEE雄持路輔宵Hdk h f 

金書(i 4，B11 23，340 14，536 

恥 "llj購入 'lY補助 'I~荒:訴をt 5 11 8 

11( I山j数 7 36 20 

令官(i 65，636 111，791 138，372 

路線車¥1;持 tY ~11ì肋 は業者政 30 39 67 

統政 296 521 838 

't 
1}来EWElIt路的線に

~;:- 官民

11122313.327 9 8 活: H 'lY 'J~ t; }'f註
i.号

系統 fl
E各

以11以人5人F5-71W係r等品補1t 6 r J 

全 室長

戸主報
車両購入費 事業宗教

おR
*i対数

J事

'IY 
デマシドパス 令 室長

議設怒 i蕗 fそ が菜:表数
総

ゴモ 害(j
斡 ;来事官1変5入米議の路

卒業者数
金 話uこ係る逆行官補助

系統数

曜a路棉A代併l品l1 〈i 

~Ê 事f[ 8，160 12.397 14，297 

部 1¥材購入 'lY ~IJ 1tJJ 市町村教 14 28 25 

I!( fdlj数 24 37 29 

初 I~ nfl ，i~ 'IY hli 1!JJ 
~Ê 官(i

di町村教

晴助t制等金人T i 

デ?ンドパス!血 ，1:l 合 官!i

県 f(jj 'IY 制i lllJ IIi町村数

巡行 'IY 補助
{rr 事fi

市町村監

1t- 4，811 97.136 138，724 473，836 

{誌づ 1. u，H'の内{主、 ;111環県に採るものの内教である。
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乗合パス輸送入員の推移と損益状混

{金額、単位千円)

48 49 50 51 52 53 54 55(予算}

81，142 18，936 

29 28 

315 301 

833，295 1婁150，0843，103，058 3，951，430 5，020，169 4，191，632 5，470，472 6，142，317 

90 150 152 148 148 144 141 

1，418 4，729 5，410 札956 5，248 4，801 5，153 

319，101 354，314 1，362，610 1，562，331 1，581，698 1，802，661 2，043，368 1，680，218 

55 19 109 91 93 94 108 

225 211 621 589 519 521 579 

7，595 

3 

330，412 412，005 510，106 558，152 545，195 166，598 

89 89 93 93 90 

138 816 831 909 831 

8，980 10，113 9，608 11，553 35，002 53，776 39，081 176，850 

14 14 10 10 29 38 33 

18 23 12 12 36 48 30 

3，471 4，077 3，239 5，866 2.904 16，100 

6 8 6 11 5 

219 

54，342 63，236 122，061 317，881 

110 132 136 

，{21418 .857) (67，400) 5(，949，593，755} 5 
(5，184) (7，456) (5ZS，O3 77) 8{.1292，38，5O38} 1 8，500，024 

1，248，524 2，194，047 5，941，396 7.211，156 7，283，143 
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乗合ノミス輪送人践の推移と損益状況

(2) 昭和55年度(パス関係諸助}

11'! ，iij.l'r:'llt =f' n: 5511三H工f'n: bf} 
f-I'l f'flJ 

1.'UlifX綜剥In'lYMililJ {(:; 7.781.459 7，989.193 
(l)第 2 持 'UlifiH京維持 'l~ ，，01l1) {tt 7，627.699 7吻822.595

Jl担 仁 liit訴は11:1.f'{~ Mi JIIJ {(:; 6，007.699 6.142.317 
ロ.11(!I'，j購入'lVnli拙令 1，620，000 1，680.278 

l'、- ハ.デマシドパス泌i泣'l~MìllJJ~で o o 

ス (2)第 3純 'I:.i，fj路線連行代補助金 153.760 166.598 
述 2.J也 Jj・ ~Ë (i:'，:字促進路線税制ij'l'e 争点JIJJ会 O O 
h' 3.1記11:路綜ftf}/{スホ1，1，jU.l/，人.{~‘李総助金 511，533 510.831 

N (IHll，l，j眺人'lYMiJlJJ:iで 188.760 176，850 

~i (2)初j定1lIJ.1立'l'iflliUIJ{fl: 44，000 16.100 
(3)デャシドパス地，l!.l: 'l~ftliJlJj:i:: o O 
(4))!K f j' '{'i ，di.JI1J令 278，773 317，881 

8，292.992 8.500.024 

(3) 昭和55年度地方ノミス路銀隷持費補助制度の概要

'U/j~完結 ~ßlれてiぶ之， MljllJi '1.，しなお訟:.t~:I! 'JLう.jlじむ1
， ~1;j u. JU I.!， ~lかハス・l~ ~{ 1'.'にιiしておIIII1Jし‘ Ir.JI，i都道府県tニ村とて、そのYi>!・fl1iJlりする A
(1) 都 2H.'l:.f8路総¥If~ 'F.'，'仔J'l:5人口 1'.犯人以1"の路線で111の運行1111設が10111li')，ドの

くち ちlillJ]対象地域

'J¥. m f，lJ jlJJ lPH[~，三 f4iìit主.tJl( 1 1ji. f .i:.t也h長1

1 JjI.(，会:.tt!!..Il点211:
乙手f( ~:~Wj .t也 jf長(x.fま1系列

I'J開校i事i.tt!!.地(その!也のjt!!.域〉
II( ，.t，j鵠人符補助

@ 

)そ一一rパス事業=活

、金事業口赤'

(2) 第 3 村'!=.ì，Ii)，伝説{ぜそ '1勺初芝 5 人 jこ ~l:I!J の路綜) (こ係るflnll力.. (，Ii・町村もお道場開と liiJ

2. J{f.IUおt虫{tn;;/<言えj!Kii'!ニ{系ゐ MI1IJJ (l'iI;jU l(.)'Il.bう (dilllr~ ・1 に k.J して多i をおIì JIむし、 IEI はね刀法

i(1) ~1 1i jlJJ 付税

sI( I科鵠人.{~ *，Ii肋|単純伐の金制(1 1II，j当りの義IiJlh桜/f.t'Mi:450 )jjlj xO. 9) 
初!支部設1をおIi助 I-，IU.H、待介所等(I市町村おりの鱗1I}J制度高(j.>230 )jJIIふ
連行す警告Ii !lJJ I 人f'l'-'l'iを除く主張td'l (開料ial胎'IY，物品j喜多耕作、 l古IA資産ffI.
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il:. (1). 'IモIH891j1.fりi住民('t'H¥'i今時地域38、乙純格{ポl1t!!.l或斜、N持守主構地t淡路〈米
@. ‘ドI子jヰt'I( 子会;'1を~I.t. ).:人を.1入(;tIH'れじJU10.75人、 .iUl学定)¥:)10.6人人 ffJ'iを

①，ぺ-9表は日本パス協会編，r1980版臼本のパス事業J.昭和55年5}j， PP46-47。
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194，896 
134，618 
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6.11，910 

627，900 

0 
39，108 
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乗合ノξス輸送入員の推移と損益状況

fGi .tj・

fO 宍1だ:車総f白tほ李符王れ?常ii"l伐v別Jlカがq陪禁i勾手争込冷車杭王，常1費空!η悶?訂}を上役翻iる'Jド4主玄;狩について;は主、 t惚祭i挙F苧ヒ科常'1詑T 101問IJを引~I制耐I1市仰Iì
OJ斗やキi十ド.:f告凶向g必刈色対i械補i助 F限i只ミH夜支富街制t“i(ω90ω0).万'jJ門1ηj叩吋申9飴30)ゐ万=ゴ'f内I可J)

i8 
補山Eω1

O 実絹特?焔常;~. '1背号 1川}日j がf燃烹 t泳V;ι車経壬?常主 f焚v問JJ を抱1上i上:A制思恕!る J与iド手ム，官吃吃二~刷必名.;にこついて:はま、 t掠京t祢F苧i粍?古;主?げ1苛Y 
Hlを矧ìll1J対象泰正常 'l~ lIJの t): 定).!~礎とする。

O 秘的i初芝引いず
が 11'.j (440 )j JI J→450 ')j(IJ) 
初境問品質 (220)jP1→ 230 )jPJ) 

対前年124.0%

もの) ，二銭るおUJJIJ

話/J ;IiiJ J'i 。ゑIJ助対象科'['( I @ T!i町村めれtH
続常't~m と経常時1..{';i:の探鉱 続常収品なが純手o'lVHJの%又はK
ただし、 11'特!MtTT川の汗を限定| に縞たない路掠については、，Ii軒
乙村d λi 村がれ常'lVUのそれぞれ.u(ql 
Eλj稀…経常1YHJの反省と限浅い 践、乙粍}又はJ，l(/付粍)を限度

1 (4p純子?系統については%を銭1支) ! として.ft刊する。
I Ip 料集約事業r 九'~. ~.~ ~!/ ::; :;.f~. t¥( l!Lj郊の金書fi
乙同集約・ICttYi
jJ伸長 'J~ 業計……… *.1ぬi 'iVのM
( 1 flltj当りのおIi削除υ支'古fi: 930Jjf11 
XO.9) 

0.5 人〈泊'予~t'VJO.3 人?とし，て.lI' tl: ずる泊
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乗合ノ号ス輸送人員の推移と損益状況

4-10表過疎地域パス等比対する

項百一 ι 年度 4 4 4 5 4 6 4 1 

地(方文パは生ス路活線)路維持線特維持別対費補策集助金約
47年度より設置

ー 一 3(社118系統〉
. 1 ぉ.821

地晴方J"<入ス路線費維持補特別対助策車金両 47年度より設置 一 ー
5社(10両〉
14.933 

第 3種生活路線運行費補助金
50年度より設置

一 ー 一

廃瞬止路線代替パス車金両 45年度より設置 4町(4両)1.360
15町村(16両) 9市町村(10両)

入費補助 5.440 . 5.000 

国 廃開止設路線費代替補パス助初度金
50年度より設置

一 ー ー

離維島持・辺費地等補パス助路線金 434社年(I度5系よ統り)設4.8置19 
社(23系統〉 (47系統) (86系統)
4ft 10.173 5社 14.265 11社 23.580 

離購島入・辺費地等補パス助車金両 41社年〈度4よ両り)設置
3 tt( 4 jjIjj)3.019 

1社(3両)2.0062社(3両)1，993廃 止

廃止路線代替パス運行費補助金
52年度より設置

ー 一 一

計 7，838 13.539 21，698 70，334 

地方パス路線維持線特維別対費策補集約 47年度より設置 一 一 3(社118系統〉
(文は生活)路 持 助金 13tt 26.821 

~t 地鴎方ノぜ入ス路線費維持補特別対助策車金両
47年度より設置

一 一
5社(10両)

4，933 

第3種生活路損運行費補助金
50年度より設置

一 ー 一

晴廃比入路線費代替補パス助車両金 45年度より設置 6町村(7両) 18町村(却両) 12市町村(14両}
4.776 12.∞o 9.000 

海 廃開止設路線費代替補パス助初度金
50年度より設置

一 一 一

離島・辺費地等補パス路線 44年度より設置 (23系統) (46系統) (86系統}
維持 助金 14町村(16系統~.359 19相対す 5.70238市町干す9.13711社お，580

代替(5パ1年ス度路ま線で維道持単独費事補業助)金
45年度より設置 (村8系統) 29〈町40村系1統3.1)79 

(51系統)
8町1.823 32苛責対す 22.522

道 生活(道福祉単路線独維持事費補業助)金
49年度より設置

一 一

計 3，359 12.301 34.316 96，856 

務付及国のび補市助町要村綱等にものと単づ独く補補助助 20社 47，284 23社加.55922社 87.92121社 102.682

メロ当、 計 11，197 25.840 56.014 167.1叩

〈注) L 札幌陸運局資料による。

2. 第 2種生活路線とは、平均乗車密度が 5人以上15人以下のパス路線(1日運行回数が10回

以下の次に掲げる(省略)もののうち、知事が地境住民の生活上必要と認めて指定しだもの。

3. 第 3種生活路線とは、平均乗車密度が5人未満のパス路線であって、知事が一定期間地填

て指定したもの。

4. r地方パス路線維持特別対策・生活路線維持費補助金及び車両購入費補助金Jは、昭和50
線維持・路錦維持費補助金及び車両購入費補助金Jとなる。
5.数字でみる北海道の輸送J北海道陸運協会，昭和55年度版，昭55年7月， P P48-49。
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策合ノミス輸送人践の推移と損益状説

補助金交付状況{議内分)
〈単位:千円)千円未読切上げ

4 8 4 9 5 0 5 1 5 2 5 3 5 4 

(144系統) (お8系統)
22〈社3534系71統.4)29 20(社3575系54統，3〉86 19〈社3706系35統，3)42 19(社3825系63誌3〉67 ( 373系統〉16詮 124.545陣。社 232.642 19社日4.3'I2

9技(23両} 12投〈334謁5-3〉32 18社(仰向) 16社(76潟} 18社(51両) 14社(53雨} 15社(66時〉
33，066 177.173 203.447 145.472 192.422 250.285 

一 一
(47系統)

12〈社46系4統2.0)25 
(44長続〉

14社(40系3統3.6)04 13社(28系2統7.5〉36 11社 33.076 13t.土 41.043

7町村(10蕗〉 9馬村(9両) 4町(4語〉 1町(1両) 5誕7封切liijj) 8相狩t(91掲) 5町村(6両〉
ゑ000 3.713 3.600 1.050 4.625 11.310 7.725 

一 一 1釘 667 l時 663 l詩5 60 

(15系統) 社(24系統〉 蕗 止 一 一3社 4.833 3tt 9，458 

一 一 一 一 一

一 一 一 一 134郡(66附系統 ~23'34相(62粥系統〉 134澗(6尉1系~8統，6)71 26.723!34~24，831 

167.444 .291，145 685.945 
白川4 0問6系~::統削制 878誓593

16〈社14.41系24統.5)45 20{投2582来32続.6〉42 22(社353系統〉
7系統) I (370**1t) I (382系統) ( 373系絞)

471，429 20〈註35554.36619(社379〈投38開3.377

9社(23高〉 12社(33両) 1&社(82蕗〉 16社(76悶) 1St.土(51高} 14社(日高) 15註〈鵠持〉
33，066 45，332 177.173 203.447 145.474 192.424 250.287 

一 〈註47系統〉 2(社46系統〉 i; 〈社44系統) 4(社40系統} ( 28系統〉
11 t.t 33.076 12t.t 42.025113ti 41，047 14t.t 33，612 13社 27.547

吉敏守(12阿) 9町村(9弱〉 4町(4両) 1町(1碍〉 50ji5相附(5両) 8手前(9踊) s町村(6露〉
7.000 3，713 3.600 1.050: 4.626 11.310 7.725 

一 1町 667 1町 260li需 663 1行子 60 … 

社(15系設〉 (24系統4)58 麗 止 一 一3tt 4.833 3社 9.

(59系統)
34相(65粥系3統11〉77 

(65系統) (70系蕊〉 8i1 〈72系統) 36捗(68対系的統，6)47!136朝(6堺7台系4粧3〉路3li静汚す48，939 33静附60，9203閥均約67.418!36市町村63釘1

叩
註(10系統〉 擬 止 一 一 一2.fi 7，059 

218.383 329，381 746，865 8郎 66! 868.430 914.343 

辺社 152，34922-l土 210，42822註 350.ω122社位認可制 46.1吋凶 47誠 423社 740，496
385.827 620.526 1，432.810 1ふ町 2.167.988 2.533.432 

道内101条許可による千許可村廃止代議パスの:民現
以下のものに護る)であって、

誌民む生活上a;，、製と認め

ま手渡から「第 2謹~活路

亭言¥4企

5 0 
5'1 

52 

53 

市町村数

3 1 

3 6 

3 9 

4 2 
4 4 

系統数 難問教

74 7 7 

8 2 8 1 

8 9 106 

162 155 
123 136 
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乗合ノ守ス輸送人員の推務と損益状法

体から補助されるものである。甲社の場合， 4 8表が示すよう iこ， 50年

度は約1盤8千2百万， 51年度は約1億5千5百万， 52年安は約1億5千

9百万， 53年度は 1積6千G百万， 54年度は 2諒~9 百万というように多額

の補助金を受けているο しかし，鈴木内関が行政改革を主政策として取組

んでいる今孔補助金のあり方が見直され，金額的に多少，増額すること

もあろうが，国家予算に占める乗合ノξス捕助金の割合は確実に結少される

であろう。したがって甲社に限らず，全ての乗合ノ守ス会社の損益状洗や財

産状況にとって相対的に好祥料となるような補助金は望めそうも主主い。

これまで，申社の損益状況について分析してきた。この分析の結果とし

て，今後，申社が経営活動をするにさいし，どのような点に努力を額注し

なければなら江いかを私見として考察した場合，次のようなことが指摘さ

れるだろう。

企業内においては，徹患した企業努力をなし，経営の健全化iこつとめなけ

ればならない。

企業外においては，日常の輸送サーピスね充実改善につとめ，真に地域

住民の足として奉仕することは当然として，甲社の特設でもある実車走行

キロ数をもっと延長させ，より以上に輸送人員増を摸策しなければなら

ない。また，甲社のこれまでのシナージを生かし，付加郁伎の高い他の営

業部門を模策してみるととも必要であろう。しかし，この営業部門誌乗合

パス輸送サーピスと直接的に関連し主主くとも間接的ながらも関連し合い，

お互の営業部門を補強する営業でなければならないことは当然のことであ

るO

6 道央の乙社

道央の乙社の経営状祝の概要について，昭和50年度を基準として考察す

れば次のようなことが指摘されるであろう。

113 



乗合ノξス験送人員の推移と損益状況

L 営業部門として 3つの部門がある。その中で乗合パス事業部門が主

力であって，地の 2つの部門(貸切ノミス・鎧光〉はあまり，大きなウエイ

トをど占めていない。

2. 50年度において， 4 5表の(1)に示めされるように営業収益利益率

が9.34%であ~， 4-1表の(1)の全国平均の-0.6%より，きわめて良好

である。一方，主要コスト詑率から‘持費を考察すると，乙社は50年度で

は4-5表の{討に示されているように60.4%であ予， 41表の(2)の全国

平均の72.6%より，かなり下まわっているので人件費は経営を圧迫してい

ない。

3. 4-6表の輸送効率表に示されるように，一宮一車当りの輸送人員

では全国で413入であるのに対し，乙社は557入であり，かなり多い輪送量

である。走行キロ 1キロ当担，全閣で営業収益232内総銭，営業費用232円

78銭，営業損益29銭の赤宇であるの立対し，乙社の場合，営業lt>l益213丹

46銭，営業費用 205円37銭，営業損益8円9銭の黒字を示し，一般乗合部

門に主力をおいている乙社にとっては，営業成績が長野といえよう。

これまで， 50年疫を基準とした乙社の経営状況の概要について考察して

きたが，次に損益状況について， 4 4表や 4-7表を参考iこしながら詳

細に考察することにする o

50年度の乙社の収益については，次のようえEことが指議される。 50年12

月に運賃改訂の申簡が認可されたことが4-4表や4-7表に示されるよ

うに13‘7%の増収の第一の要国である。また，本L暁市郊外の詑広島町や石

狩町の団地輸送新路線もかなり増収に貢献している。

一方，費用についてであるが諸経費や人件費の上昇によって13%となって

いる。しかし，従業員の退職にともなう捕充などをなるべくさげたり，ワ

ンマンパス系統の充実などによって人件費の上昇を極力おさえ企業努力し

ている。

114 



策合ノミス韓迭人員の推移と損益状説

51年度の損益状況の叡益について誌次のようは推察される。 51年6月の

札幌地下鉄東西線開通によって 3…s表;こ示されるように輪送入員が大

に減少したにもかかわらず， 4 4表や 4-7表に示されるように，

22.5%の大幅増収となった。この原因ば51年8月の溜賃改訂認可の効果に

よる。

一方，費用増は 4 4表や4-7表に示されるように16.3%を示し，前年

度と時様に人件費や諸経費の上昇によると?を窮される。

52年度の損盤状況の収益については次のようは推察される。 52年度に運賃

改訂がなかったことと，輪送人員が 3 6表記示されるように対前年葉比

として2.76%減であったので，一殻乗合部門でも 4 7表に示されるよう

に， 2.22%の収議減となっている。したがって，この事実から当黙のこと

であるが，運賃改訂が行なわれないならば，輸送人員の増減の数字がその

まま収益の増減につながることを示している。

一方，費患は不可避的な人件費増があったにもかかわらず，諸経費の節減

により 3-7表に示されるように3.4%理にとどまり企業努力の成果がみ

られる。

53年度における損益状況の収益については， 53年 8月に運賃改訂が札幌市

内路鶏を除いて認可されたことによって，輪送人員が前年度よ予選援して

いるにもかかわらず 4-7茨に示されるように5.45%の増収となった。

費用は人件費等の諸経費の上昇にもかかわらず，貿易収支の大脳な

よる円高の影響で撚料費の館下げによって， 47表にえ売されるよ

うに2.85%増にとどまった。

54年疫の損議状況の収益については，札幌市内路懇の運賃改訂が54年10月

されたことと，輸送人員が前年慶より 3 6表に示されるように

0.93%増という傾向を恭したことなどによって， 4-7表に示されるよう

に7.28%の叡益増となった。
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一方，費用は 4 7表iこ示されるように9.3克増となった。すなわち.54年

初頭にイラン革命が起歩イランの石油生産量が減少し，世界的に扶給不廷

の接持を呈するようになム許せて左浩の原詩について OPECが菱重ね

て盤上げしたことによ担慾料費上昇とな歩費用増につながった。また彊鉄

千歳線空港駅新設 (55年10月〉に対する先行投資的な超デラックス車轄の

購入などによって有形岡定資躍が大きくなり，それに対する減価償却費や

掴定資産除却損や間定資艦売却損などが上昇したことも費用増の要因とな

っている。

これまでの考察 (50年度を基準とした乙社の経営状況の概要と各年度の

損益状況〉を参考にして，乙社に懸念される

を摸策してみる昏

しながら今後の方策

それは 4…5 されるように営業収益利益率がだんだん遺減現象を

呈している点であるo この現象は輸送人員と深くかかわっている。乙社の

輸送人員については札腕市の地下鉄と競合するようになる傾向が，今後ま

すます表面犯してくるだろう。したがって楽観はゆるされない。しかし競

合する部分を小さくして，地下鉄を擦完する部分を大きくすることによっ

て，都心部において議完輪送機関として乗合パスさと金壁づけていくことが，

その輪送人員を悼ばしていくことになる。

また，乙社は大都市類似的札幌市を拠点とする賂隷が多いので，礼脇市の

郊外や周辺の農漁村部から都心部へ乗入れが多い。この現象を最大限に活

用して輸送人民捕に結びつける必要がある。周知のごとく都心部より

部において 3 8我が示すように…世帯当りの自家用乗用車保宥台数が多

くなっている今日，宮家用乗用車を単に締め出すわけにいかない。これら

のことを考惑して乗会ノξスと自家用乗患車とが和議う鞍送体系

必要があろう。具体的には，郊外や農漁村の支線道蕗から都心部近くの幹

隷道路にいたるまでは自家用乗用車が相当し，都心部近くの幹線道路から
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は乗合パスが担当するようなシステムを形成することである。その場合の

都心部近くの停留所は，ターミナル的な施設であることはもちろん，

も完錆されていなければならない。しかもその註車場は乗合ノξス利用者

を憂遇することは当然のことであろう。また，タ…ミナル的な擁設に，市

場性を鵠査した上で商業部門の営業施設を付設することもよかろう。

さらに収益増，韓送人員対策として，乙社は貸切部門が好況でおる点を活

用しなければならないし，もっと力者注ぐべきである。一般的に貸切部門

は，シ…ズンとシーズン・オフがあ予，シーズン・オフの施設や車輪等の

遊休によ F誤盤状況がきわめて悪位しているものできうるo しかし，乙社の

場合，幸札u棋焼オリンピヅクを契機として冬禦のシ…ズン.オフi記こおいてもス
キ‘蜘蜘蜘蜘網剛剛…網剛網

るo また丸， この貸切部F門号と結びつくように犠観a光部F門号iにζも力を合、注ぎ事輪舎送入員

増，収益増をはかる必要がある。

さらに，ターミナルの整震をしたり，それぞれの地震の管理の主軸となっ

ている営業所などま拡張整備してターミナル的な役割りをもたせることも

必要である。そして，そのような所にデ、パートないしスーパ…・ストアな

どの商業部門を付設させ，多角的経営を立すことによって，輪送人員増，

収益増を摸策してみることが必要ではなかろうか。

③ 道北の丙社

道北の丙社の経営状況の援要について，昭和50年度を基準として考察す

れば次のようなことが指摘されるであろう。

1. 営業部門として 4諮問から構成されている。その中で乗合パス部門

が主力であることはいうまでもないが，高品販売部門〈スーパー・マ…ケ

ッりが逐年，拡大し， 4-4表に示されているように， 50年度には丙社

全体の収益として13.78%であったが， 54年度には26.3%とえEっているこ
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とが特鍛される。

2. 50年度比おいて， 4-5表の(1)(こ示めされるように営業収益利益率

が9.05%であり， 4 1表の(liの全国平均の-0.6%より，きわめて良好

で島る。一方，主要コスト比率から人件費を考察すると丙社辻50年度では

4-5殺の訟に示されているように73.9だであち， 4 1表の訟の全冨平

均の72.6%とやや胃乙ような数字である。

3. 4 6表の輸送効率表に示されるように，一日 りの輸送人員

で

である。

あるのに対し，丙社は559入であり，かなり多い輸送量

ローキロ当り，全国で営業収益232円49銭，営業費用232円

78銭，営業損益29銭の赤字であるのに対し，丙社の場合，営業収益 302円

63銭，営業費用287円66銭営業損益で14円97銭の黒字をがしている。

これまでのし 2. 3の丙祉に対する経営状祝の概浪は， 3-7表に示さ

れているようむ，輪送人員が逓減し，また実車走行キロ数も逓減している

ことを考惑するならば，かなり不採算蕗隷を盛止した多選有部数を少なく

していることきと示めしている。そのことは，また 4 8表に示めされてい

るように祷助金が平社や乙社よ予極壌に少額であることからも誰察され

る。

これまで， 50年度を基準とした丙社の経営状況の概要につい して

きたが，次に損益状況について， 3-7表や4-4 4 7衰を参考に

しながら詳細に場察することにする。

50年度の収益について検討するに，運賃改訂もなく，また，輸送人員が逓

減しているにもかかわらず一般乗合部門での営業収益が営業費用より 4-

4表に示されるように117.2S万丹多い。

一方，費用さと考議した場合， 4-1表の(2Hこ示されるよう

全費用に占める金融費用が4.6%であるのに対し，再社は 4 5表の{訟に

示されるよう誌な9%であ雪，撞めて少額であヲ
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ヰー12表

年夏|輸品融紘2雪slf〈討会主j12〈全戸平均十悲鳴比
50 2，251， 500 I 1，665，914 73.9% I 72.6% I 
51 2，479，100 I 1， 792， 046 I 72.2% I 73.2% I 7.57%増
52 2，634，1∞ 1，954，828 I 74.2% I 75禽6% I 4.96%増
53 2，682，100 I 1， 951， 337 I 72.7% I 75.5%いo.18%誠
54 2，915，400 I 2，070，817 I 71.2% I 74.8% I 6.12%増

〈注〉 ・この表は丙社の乗合掠客自動車選法事業要素Jjlj罪、銀報告書と 4 衰の
(2)と各年震の溜輪白書から作成。
・50年度の対前年度比の人件費については前年度の資料不足のため算出で
きなかった。

ことを示めしている。しかし，能の主要コスト〈人件費，燃料費，車輪修

繕費，減繭犠却費〉に関しでは全菌平均とあまり相違はない。

51年度の収益については，次のようなことが指摘される。日年s月

傭上げ〈平均値上げ13.2%)が認可されたことむよって，収益の対前年度

比は 4-7表iこえミされるように7.56%増となった。これは輪滋人員の逓減

現象が進行していることと51年度は 4足から 8月の認可能まで!日運賃であ

ったので平均値上げ13.2%より下回っていることを示している。

一方，費用は対前年度比として10.1%増となっている。しかし，人件費は

対前年度比として 4-12表に示されるように 7.57%増となっている。 51

苧度の場合，人件費;こ関する限り，この 7.57%増は収益の対前年度比の

7.56%増とのパランスから決められたように誰察される。すなわち，収益

性の範関内で人件費を考慮しようとする丙社の姿勢の為らわれであろう o

52年度の収益は 4 7表に示めされるように; 4.58%増を示めしている。

これ辻義送人民が逓減額向を示しているにもかかわらず， 51年8丹の運賃

値上げが，まだ52年度においても効果を上げていること している。

一方， は対前年度比として 4 7 されているように 5.9%増と

なっている。人件費は 4-12表に示されるように対前年度比4.96%増とな
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っており，対前年葉比の収益の4.58%増とやや近い数字からして， 52年度

も51年度と関様に収益性の範器内に近いところに人件費を考慮しようとす

る丙抵の姿勢があらわれている。

53年度の損益状況における収益は対前年度比として 4… 7表に示されるよ

うに5.1克増となっている。これは53年8J1'こ運賃値上げが認可されたこ

とによって，事会迭人員の灘減にもかかわらず増収となった。

一方，費用は 1.8%増にとどまった。この京国としては 4…12表〈加のに恭

されるように，前年変より人件費が金額iこして 3.491千円の減少となれ

対前年度比としてもO.18%減少していることからも理解される。これは徹

癒して不採算路線を廃止又は運行自数の減少したことによヲ，乗合部門の

人員を誌の営業部門へ配置転換させたか，退職者が倒年より多かったかに

よると撒察される。俸の原因としては貿易収支の大幅な黒字誌よる円高の

影響で撃さ料費が安くなったことによる。

54年度の損益状況iこおける収益は，対前年設比として， 4 7表iこ恭され

るよう ι3‘82%増Tあった。これは53年8月の運賃誌上げが，輸潜入員選

減現象を呈しているにもかかわらず，まだ効果を上げていることを意味し

ている。一方，費用は諸物稿の笹上げや賃金の上昇によって 8.7%増を恭

した凸 4-12表に恭されるように人件費は対話年度比として6.12%増とな

っている。このように収益増よヲ費用増が大きいことから， 54年度は乗合

パス部門の営業損益として 4-4表や4… 6表創出こ示されるように 740

芳丹の費用増とな!J，走行キロ 1キロさきりでは99銭の罪学となり，赤字経

営となった。

これまでの考察 (50年疫を基準とした丙社の経営状況の議襲と各年度の

損益状況〉を参考にして，持社に懸念される点を指捕しながら今後の方策

を模策してみる。

それは，主力である乗合部門のウエイトが少しずつ結少額向にあるという
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点である。このことは 3-7表に示されるように実車走行キロ数と輸送

人員の逓減している事実と 4 4表に示されるよう iこ商業部門の拡大 (50

年震には丙社全体の収益として13.78%であったが， 54年度には 26.3%と

なった〉という事実によってあきらかに証明される。これらの事実かちし

て，今後もこの傾向〈商業部門の拡大〉を強めていくだろう。

しかしながら，私見として丙社のこの傾向を考察した場合，次のようなこ

とを指揖しなければならない。いくら商業部門にカを注いでも丙社は公益

企業としての乗合ノξス部門の営業が主力であり，今後ともその方針をつら

ぬいていかねばならないということである。そのためには実車走行キロ数

を縮少するのではなくもっと延長し，事会送人員増に勢力する必要であろう。

その方策の第ーとしては，普通のパスであれば輸送需要の小さい路繰では

燃料費等の経費が謹むのでミニパスを走行させてはどうだろうか。そして

運tr回数を多くして地域住畏の信頼をえて輸送人員増をはかり，収益増に
つなげる必要があろう。

次の方策としては，営業所などを整慌拡強して，駐車場なども完留し，そ

こに丙社の発展している商業部門を付設して，多面的に輸送人員増や叡益

増を模策することである。

また，積雪や風雨や議冬から乗合ノ守ス利用者を守札利用者が扶漉にパス

を待つことができるような施設をパス停留所に建築するような工夫が必要

である。このような木間縮かな擁策きとなすことによって，輪送人員を少し

でも多く確保できるようになり，収益増に結びつかせることが可能となる

であろう。

〈注1) 運輸省縛，昭和39年度抜一昭和54年震肢の運輸白番よF作成。

〈控2) 運輸省編，前掲番。

〈注3) 4-3表の(1)は札幌睦運馬の資料を整理して作成したものである。

4 3表の(2)は社毘法人器本ノξス協会続 f要素別原価報告書の解析j昭

和55年3月， p.48よ担作成。
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4-3表の(3)は社自法人日本パス協会編， r日本のパス事業J，1976，77， 

79， 80年寂の英王位走行キロ当雪の叡入・原価表より作成。

〈控り この資料は北進道内〈抽出3社〉の乗合ノ守ス会社の各年震の損益計算審

を基にして作成したも吟である。

〈注5) 4-5畿の(1)は，抽出3誌の各年農の貸借対照表と損益計算書から作成

したものであ!)， 4-5表の(2)は，捨出3社の各年度の乗合涼客説動車運

送事業襲素Jjij原価報告書よ勢作成b

〈注6) 4 6表の(1)は， r1977年版， 1980年版岡本のパス事業j社団法人日本

パス協会緬よ歩作成。

4-6表の(2)は北沸道内の乗合ノξス会社〈抽出3社〉の名年度の旅客自

動車運送事業輪送業績より作成。

〈注7) この棄は 4 4濃から作成したものである。

〈法的 この表は土海道内の乗合ノξス会社〈抽出3社〉の各年度の誤益計算書か

ら枠成。

〈注9) 日本ノξス協会編， r1980年薮詩本のパス事業J昭和55年5月， pp.46-470 

〈注10) 北海道鵠選議会編， r数字でみる北議選の輸送J昭和55年度販，昭和55

年7月， pp.48-490 

〈投11) 日本ノミス協会縄， rt980年絞E本のパス事業J昭和55年5Jl， p.35。

〈注12) この様は丙設の各年度の旅客自動率運送事業要素JjH原価報告審と 4-1

表の(2)より作成。

[5 Jむすび

これまで， スの輪送人民の推移と損益状況からして，公共輸送機

関としての乗合パスの現状は，すべて一律一様というわけではないという

ことが理解された。たしかに乗合ノξスの現状の把護は，輸送人撲の推移と

損益状況という観点からだけでは把握できないのはいうまでもないことで

ある Q その他に，社会脅さ語条件や自然的・物理的諸条件と スがどの

ようなかかわ予あいをもっているのかを考察した上で，それぞれの乗合パ

スの現状が把握されるべきである。たとえば社会的諸条件として次のよう

な事が指摘されるだろう o

1. 各地方都市を中，むとしたその地域の経、済醤や文化圏がどのようにな
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乗合パス輸送人員の誰移と損益状説

っているのか。

2. 人口構度はどのようになっているのか。

3. 交通議雑と交通機関に対する社会資本投資額がどのようになってい

るのか。

4. それぞれの地域の産業と一世害当ヲの所得がどのようになっている

のか。

5. 代替輸送機関との競争がどのように今っているのか。

6. 生活資紫の向上性がどのようになっているのか。

7. 交通規制がどのようになっているのか。

自然的・物理的条件としては次のような事が指摘されるであろう。

1. それぞれの地域の地形がどのように怒っているのか。

2. 気象がどのようになっているのか。

3. 輸送機関の技荷的開発がどのようになっているのか，また将来どの

ようになるのか。

4. 輸送擁設や設髄の技術的開発がどのようになっているのか，また将

来どのようになるのか。

したがって，各乗合ノfス合社はこれまで論述してきたような輸送人民の

推移と損益状況や社会的諸条持や自熱的・物理的長持の下で，身らを主体

的にどのように位壁づけ，客観的にどのように位置づけられているめかを

しなければならない。このような認識を深めていく潜謹において，そ

れぞれの乗合ノ〈スの現状が明確に把躍され，今後のあるべき姿が明確じな

ってくる。

しかしながち，上記の社会的，告然的条件と賠合するまでもなく，私がこ

れまで論述してきた スの輸送人員と損益状況Jという 2つの視点

から考察しただけでも，今日の乗合パスの現状(丸発蔑する可能性はきわ

めて乏しい現状lこあるo
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乗合ノ〈ス輸送人員の推移と損益状況

このような現状ではあるが，はたして既存の乗合パスが近い将来，公共

輸送機関として過去の遺物となっていくものであるかどうかを検討した場

合，決して過去の遺物となるような輸送機関ではないということである。

前述した社会的諸条件や自然的・物理的諸条件の下で，今日の輸送需要に

必ずしも整合しえない輸送機関ではあるが，木目細かい方策を構ずること

によって，乗合ノ守スは必要不可欠な公共輸送機関としての役割を果すだろ

フ。

それでは，北海道内の各地域を考察することによって，乗合ノξスが公共

輸送機関として，必要不可欠な公共輸送機関であるかを検討してみること

にする。

札幌圏の場合， 5-1表世1)に示されるように昭和54年9月現在の人口は

163万(札幌市135万人〉以上で，行政，経済，文化，教育， 医療等の面

において 3大都市圏に類似的な中枢機関が設置されている。このような中

枢機関をもっ札幌圏の毎日の輸送人員(総輸送機関による輸送人員〉は30

万人前後と予想されている。したがって，このように輸送人員が多い札幌

圏の旅客輸送を考えた場合，経済的側面を考慮せずに自然的・物理的側面

からだけ輸送機関を選好するとするならば，地下鉄は最良の輸送機関であ

ろう。しかしながら，地下鉄の建設には多額の資金が必要であるので，財

政能力に乏しい札幌圏のような地方中核都市圏においては，住民に大きな

負担を強いることになるので，地下鉄によって，大部分の旅客輸送をなす

ことは無理である。したがって地下鉄は輸送需要の密度の高い地区だけに

建設しなければならない。それゆえ，地下鉄を補完する輸送機関として機

動力のある面的輸送サービスを比較的大量に出来うる乗合パスは必要不可

欠な輸送機関として位置づけられる。

また， 2-7表に示されるようにエネルギー資源の節約や輸送機関施設に

対する社会資本の効率的投資という経済的側面からしても，乗合パスは必
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乗合ノξス議送人員の推移と損益:訣誕

5-1我人口の

地域別世苦数と人口 各年9月30日現在

除実t唱和50年 昭和51年 昭和52年 昭和53年 昭和54年 増54強/率部鉛
全 信 33，310，00633，911，052 34，380，314 34，858，696 35，350，173 106.1 

110，948，837 112，145，133 113，225，921 114，275‘833 115，2路孝775 103.9 

全 道
1，705多262 1，739，718 1，772，295 1，804，020 1，838，284 107.8 
5，381，738 5，429，009 え475，980 5，522，379 5，567，573 103.5 

市 部
1，252，401 1，281，450 1，308，978 1，335，200 1，364，010 108.9 
3委740，286 3，794，989 3，847，104 3，894，705 3，943，092 105.4 

君s 部
452，861 458，268 463，317 468.820 474，274 104.7 
1，641，452 1，634，020 1，628，876 1，627，674 1，624，481 99.0 

石狩地域
526，042 544，720 561，823 577，151 597，102 113.5 
1，463，427 1，508，582 1，549，664 1，586，897 1，630，689 111. 4 

札帳 m 446，710 462，325 475，666 487，77き 503，932 112.8 .1，215，615 1，251，545 1，282，684 1，311，700 1，346，106 110.7 

立~Ij m 24，358 25，294 26.308 27，039 27，575 113.2 77，105 79，351 81，158 82，610 83，593 108.4 

手議市
23，218 23，148 23.581 23，812 24，759 106.6 
告1，240 62，182 63，229 64，006 65，745 107.4 

恵庭市
12，819 13，146 13，447 13，679 14，048 109.6 
39，805 40，664 41，694 42，169 42，922 107.8 

調; 議; 18，931 20，807 22，818 24，812 26，788 141. 5 
69，662 74，810 80，899 86，412 92，323 132.5 

護嘉地 g 153，622 156，808 160，272 162，710 165，523 107.7 
502，598 506，471 510，075 512，531 514，623 102.4 

部館市
102，245 104，852 107，130 108，910 110，908 108.5 
3告6，409 310，426 313，852 315，776 318.029 103.8 

都 言E 51，377 
51，き56 53，142 53，800 54，615 106.3 

196，189 196，045 196，223 196，755 196，594 100.2 

上討議議
176，699 180，074 183，354 186，251 189，278 107.1 
568，896 573，051 576，925 581，165 583，835 102.6 

担 111市
107，233 110，709 114，059 116，724 119，707 111. 6 
321，969 328，992 335，694 342，158 347，684 108.0 

士別市
9，060 9，036 9，029 9，053 9，108 100.5 
31，205 30，879 30，606 30，431 30，155 96.6 

名寄吉
11，595 11，650 11. 704 11，837 11，897 102.6 
35，281 35，340 35，248 35，418 35，213 99.8 

;市 8，375 8，391 8，429 8，457 8，5合4 101. 5 
30，355 30，297 30，189 30，008 29，913 98.5 

郡 官E
40，436 40，288 40，133 40，180 40，062 99.1 
150，086 147，543 145，188 142，150 140，870 93.9 

'-

(注〉主権道陵連協会昭和55年援「数字でみる北海道の輸滋JPP 3-4 
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乗合ノξス輸送人員の誰移と損盤状況

要不可欠急輸送機関といわなければなら江い。

さらに低公害であるという側面や道路渋滞を緩和して輪送効平安上げて交

を作るという側面からも乗合ノミスは必腰不可欠な輸送機関である。

次に5-1表に示されるようむ，人口が50万人""60万人の地域であ

圏や旭川顧の場合について考察するならば，次のようなことが指摘される

であろう。

麗館子ちゃ旭川市を核とする地方都市圏の場合，大都市類似的札韓露と

い，地下鉄やそノレーノレなどのような巨額な資金を必要とする大量公共職

送機関建設は，財政能力上，絶対というほど無理である。また建設された

としても採算性にまったく乏しく住民に重い負拐さとかけることは必至であ

る。したがって，このような地方都市圏においては，乗合パスが必要不可

欠な公共輸送機関として主軸となちなければならない。また，このよう

主地方都事から少しi主なれた農村部に入歩ますと，ほとんど代審輪送機関

がなく乗合パスに頼らぎるをえない。しかしながら，今日，代替輸送接関

として機動力や結時性に富んだ自家弟乗男車を利用すればよいという考え

方もありますが，自家思乗用車に頼れない交通弱者〈老人，子扶，婦人な

ど〉がいる。この人達にとっては乗合ノ〈スは最後の足である。それゆ

乗合ノ守スは必要不可欠な公共輪送機関である。

これまで人口規壌を基準として，大都事類以翻の札幌闘や地方都市圏の

旭川闘における乗合ノミスの存在性について論べてきた。乗合ノ〈ス

が旅客輸送の捕完機能であった!J，主軸機能であったちという相違はある

にしても，いずれの欝においても公共験送機関として必要不可欠の輸送機

関であることを認識した。すなわち，エネノレヨザー資源の節約，社会資本の

有効投資， i丞公容などの経済的額面や道路渋滞さと綾和して輸送効率を高め

るという交通空間的側面や事故を少なくしたり，地域柱民くとくに自

乗用車をもてない交通弱者〉の最後の足を確保するというような搭社的規，11
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高等からして，乗合ノξスは地域住民に信類される公共輪送機農とならなけ

ればならない。そのためにはどのような施策がネされ主ければならないの

かを考察した場合，次のようなことが指摘される。

1. パス専用レーンの拡張。

このことを主すことによって，朝夕の交通渋揮を援和して走行の定時化

につとめることができるので，地域住民の信繋にこたえるばかりでなく，

ス会社にとっては輸送人員が増加し，収益増にもつなげることがで

きる。

2. バス停留所やノξスターミナノレの整欝Q

積雪や厳冬の北国の北海道に限らず，パス停留所やパスターミ

よって地域住民が安心して輸送サーでスを受けられるようにするこ

とである。そのことが輪送増につなが~， 1長益増にもつながる。

3. ミニパス運行の奨励。

輸送望書裂の小さい昼間において， ミニパスを運行さすことによって，

行部数を少なくとも現状維持することができるだけでなく，夜間や早朝連

行を可能にする O また燃料費を話約することもでき，これらのことが輪送

増につ誌がり収益増につながる。さらに交連空需をもたせることはより輸

送効率を高めた雪，排出ガスを小さくして，公害を小さくすることができ

る。

本 自家用無用車と

札腕閣のような大都市類似的揮でも輿辺の農漁村をかかえながら地域社

会を形成している。したがって郊外や農、漁村へ出 とか，入る場合，

スに頼れtJ.いこと(乗合ノ〈ス連行自数の減少や不路算路慈の諜止な

どによる〉が実際に派生している。したがって，自家用乗用車を単に締め

出すだげでは輸送そのものを締め出すだけでなく地域経済，地域政，地

域文化等を否定することになりかねない。それゆえ，自家用乗用車と相補
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う輸送体系を形成しなければならない。たとえば，都心部などの幹線道路

は乗合パスが担当し，郊外や農漁村部の支線道路は自家用乗用車が担当す

るというように木目細かい施策が具体化されなければならない。その場合，

営業所やそれに準ずるような停留所に駐車場を付設することが必要であろ

う。〈乗合ノ〈スを定期的に利用する者に対しては低廉な駐車料金とする。〉

さらに，単に駐車場を付設するだけでなく帰宅時にショッピングができる

ような近代的なスーパー・マーケットなどを付設して輸送人員増をはかる

必要がある。

5. 輸送需要の変化に対応したパス路線の再編成

このことをなすには，機敏にして正確にして明瞭な情報伝達が必然的で

ある。そして，そのようなことを確実に遂行することによって輸送人員増，

収益増となる。

6. 他社や他の輸送機関等との乗継券の発行。

7. 案内標識を単純明瞭にすること。

以上のような施策は実行しようとすると，あまり手数をかけずに実行可

能である。したがって，まず実行しやすい施策から実行して， とにかく乗

合パス会社は輸送人員増を計るようにしなければならない。そのことが収

益増に直結するのである。それと同時に，乗合パス会社は社内においては，

費用節減等をして経営の合理化につとめ，企業体質を強化し，健全な経営

に鋭意努力しなければならない。その場合，無理な人件費の節約はサービ

ス低下をまねいたり，事故につながるので，慎重でなければならない。ま

た，乗合パス会社は社外に対しては，輸送サービスの向上につとめ，地域

住民に信頼される公共輸送機関とならねばならない。さらに，乗合ノミス事

業は公益事業であるからといって輸送改善をおこたり，輸送人員増に努力

しないで安易に補助金や運賃値上げにたよってはいけないということであ

る。
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このように，それぞれの乗合ノミス会社が鋭意努力することによって，乗

合パス会社は，乗合ノξスのもつ経済性，輸送強率性，公共性〈福祉性，般

公害性などを含む〉などからしても必要不可欠な公共輸送機関として設置

づけられるであろう。

〈詮1) 北議選韓運協会輔， r昭和55年版数字でみる北海道の輸送J昭和田年7
月， pp.3-4よp作成。

〈討記〉 本犠は昭和56年喪(第31詔〉公益事業学金大会で発表した報告涼稿を知

第，訂正したものである。
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